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本年度調査項目



調査対象
企業数

調査企業数 内訳 有効
回答率

有効回答 構成比 製造業 非製造業

総数 11,994 4,630 100.0 2,215 2,415 38.6 

北東アジア 2,416 1,425 30.8 636 789 59.0 

中国 1,405 818 17.7 502 316 58.2 

香港・マカオ 364 274 5.9 35 239 75.3 

台湾 501 216 4.7 60 156 43.1 

韓国 146 117 2.5 39 78 80.1 

ASEAN 8,122 2,519 54.4 1,309 1,210 31.0 

ベトナム 1,345 652 14.1 385 267 48.5 

タイ 2,541 620 13.4 358 262 24.4 

インドネシア 1,698 438 9.5 247 191 25.8 

シンガポール 717 334 7.2 76 258 46.6 

マレーシア 939 227 4.9 130 97 24.2 

ミャンマー 213 83 1.8 18 65 39.0 

フィリピン 382 73 1.6 47 26 19.1 

カンボジア 232 65 1.4 31 34 28.0 

ラオス 55 27 0.6 17 10 49.1 

本年度調査の概要(1)
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アジア・オセアニアにおける日系企業活動の実態
を把握し、その結果を広く提供することを目的とす
る。

調査目的

北東アジア5カ国・地域、ASEAN9カ国、南西アジ
ア4カ国、オセアニア2カ国の計20カ国・地域に進
出する日系企業（日本側による直接、間接の出資
比率が10％以上の企業）。

調査対象

2017年（平成29年） 10月10日～11月10日

調査時期

11,994社に回答を依頼し、4,630社より有効回答
を得た。国・地域別の内訳は右表の通り（有効回
答率38.6％）。

回収状況

(社、%)

調査は1987年より実施し、本年度は第26回目。
2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。
図表の数値は四捨五入しているため、合計が必
ずしも100％とはならない。
台湾の調査については、公益財団法人交流協会
の協力を得て実施した。

備考

調査は1987年より実施し、本年度は第31回目。
2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。
図表の数値は四捨五入しているため、合計が必
ずしも100％とはならない。
台湾の調査については、公益財団法人日本台湾
交流協会の協力を得て実施した。

備考

オセアニア 449 254 5.5 61 193 56.6 

オーストラリア 291 181 3.9 41 140 62.2 

ニュージーランド 158 73 1.6 20 53 46.2 

南西アジア 1,007 432 9.3 209 223 42.9 

インド 795 328 7.1 153 175 41.3 

バングラデシュ 115 42 0.9 25 17 36.5 

パキスタン 46 32 0.7 20 12 69.6 

スリランカ 51 30 0.6 11 19 58.8 
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(注)左記の業種分類の内訳は以下のとおり

1.食料品：食品／農水産加工品
2.繊維：繊維(紡績／織物／化学繊維)、衣服／繊維
製品

3.木材・パルプ：木材／木製品、紙／パルプ
4.化学・医薬：化学品／石油製品、医薬品、プラス
チック製品

5.ゴム・皮革：ゴム製品、なめし革／同製品／毛皮
6.鉄・非鉄・金属：鉄鋼(鋳造製品を含む)、非鉄金
属、金属製品(メッキ加工を含む)

7.一般機械器具：はん用・生産用機器(金型／機械
工具を含む)、事務機器

8.電気機械器具：電気機械／電子機器、電気機械
／電子機器部品、情報通信機器

9.輸送機械器具：輸送用機器(自動車・二輪車)、輸
送用機器部品(自動車・二輪車)、輸送用機器（鉄
道車両／船舶／航空／運搬車両）、輸送用機器
部品（鉄道車両／船舶／航空／運搬車両）

10.精密機械器具：精密機器（分析機器、光学機器
など） 、医療機器

11.卸売・小売業：卸売／小売、商社、販売会社
12.金融・保険業：銀行、ノンバンク（保険、証券、ク
レジットカード、リース等）

13.通信・ソフトウエア業：通信・ソフトウエア
14.運輸業：運輸／倉庫
15.旅行・娯楽業：ホテル／旅行、娯楽
16.飲食業：飲食

62.8
37.2

大企業
中小企業

大企業・中小企業の割合業種別割合
国・地域別企業数 (社)

(%)

(社、%)

大企業 中小企業

総数 2,907 1,723

北東アジア 980 445

中国 528 290

香港・マカオ 184 90

台湾 175 41

韓国 93 24

ASEAN 1,386 1,133

ベトナム 304 348

タイ 262 358

インドネシア 279 159

シンガポール 243 91

マレーシア 152 75

ミャンマー 60 23

フィリピン 43 30

カンボジア 32 33

ラオス 11 16

南西アジア 331 101

インド 268 60

バングラデシュ 20 22

パキスタン 27 5

スリランカ 16 14

オセアニア 210 44

オーストラリア 158 23

ニュージーランド 52 21

非製造業 計 2,415 52.2 

卸売・小売業 1,066 23.0 

運輸業 259 5.6 

建設業 175 3.8 

金融・保険業 174 3.8 

通信・ソフトウェア業 126 2.7 

事業関連サービス 117 2.5 

旅行・娯楽業 66 1.4 

飲食業 34 0.7 

その他非製造業 398 8.6 

有効
回答

構成
比

製造業 計 2,215 47.8 

輸送機械器具 427 9.2 

鉄・非鉄・金属 357 7.7 

電気機械器具 343 7.4 

化学・医薬 287 6.2 

食料品 154 3.3 

繊維 113 2.4 

一般機械器具 95 2.1 

精密機械器具 67 1.4 

ゴム・皮革 53 1.1 

木材・パルプ 37 0.8 

その他製造業 282 6.1 

（注）卸売・小売業には製造業の販売拠点も含まれる

（注）中小企業の定義は、日本の中小企業基本法の定めに基づく。
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調査回答企業の設立年度分布（国・地域別）

161 125 111 139 
343 

498 494 
673 

756 

1,200 

121 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

1 1 7 4 15 

124 
90 267 

158 

145 

6 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

0 0 0 0 0 
26 

57 
87 

194 
252 

36 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

0 0 0 0 0 3 
8 

0 1 

56 14 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

0 0 0 0 0 2 1 1 
9 

46 
6 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

0 0 0 0 1 0 1 1 
4 

19 

1 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

3 2 2 1 

9 

18 18 6 7 6 

1 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

4 0 1 6 1 8 

33 31 108 125 

11 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

1 1 1 0 1 1 2 
0 

11 

22 

2 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

0 
1 1 1 1 

4 4 

1 

4 
9 

4 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

27 
12 

19 18 
25 

19 19 

11 
15 

16 
0 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

8 
3 3 3 11 

9 

5 
11 

9 9 2 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

全体(n＝4,630、設立年度不明9社含む) 中国(n＝818)

ベトナム(n＝652)

フィリピン (n＝73)ミャンマー(n＝83、設立年度不明1社含む)

カンボジア(n＝65) ラオス(n＝27) インド(n＝328)

ニュージーランド(n＝73)スリランカ(n＝30) オーストラリア(n＝181)

30 

25 

14 
21 

43 44 

24 21 
16 

34 
2 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

香港・マカオ (n＝274)

3 
7 

4 2 

10 
13 

18 18 

13 

25 
4 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

韓国(n＝117)

20 

11 10 
14 

36 
26 24 28 

17 

26 4 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

台湾(n＝216)

10 
24 

6 9 
25 

60 56 49 
33 157 

9 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

インドネシア(n＝ 438)

29 
12 3 

18 81 

56 

79 
101 100 

132 

2 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

タイ(n＝620 、設立年度不明7社含む)

10 16 

34 
26 

37 32 29 27 
38 

77 
8 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

シンガポール(n＝334)

10 10 
5 

14 43 49 

24 

13 15 
36 7 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

マレーシア(n＝227、設立年度不明1社含む)

5 

0 
1 

2 

4 4 

2 

0 

4 

8 2 

-19701971
-1975

1976
-1980

1981
-1985

1986
-1990

1991
-1995

1996
-2000

2001
-2005

2006
-2010

2011
-2015

2016-

パキスタン(n＝32)

バングラデシュ(n＝42)

55



調査結果のポイント(1)

Copyright © 2017 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載

～「2017年度 アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」結果について～

“アジア・オセアニア進出企業の景況感改善、中国で事業拡大意欲が持ち直し”

1．黒字企業が増加、赤字企業が減少（P8）
 2017年の営業利益（見込み）を「黒字」とした企業の割合は全体の67.4％で、16年調査（62.8％）から4.6ポイント上昇した。一方、

「赤字」とした企業の割合は18.3％となり、16年調査（21.8％）から3.5ポイント低下した。
 国・地域別では、韓国（82.1％）、台湾（81.7％）で黒字企業の割合が高く、フィリピン、オーストラリア、マレーシアがこれに続く。他

方、スリランカ（31.0％）、ミャンマー（33.8％）、カンボジア（35.4％）などでは、黒字企業の割合は4割未満であった。これらの国々で
は進出後、業歴の浅い企業が多い。

2．南西アジアを中心に概ね全ての対象国の景況感が改善（P13、14、17）

 営業利益見込み（前年比）は、17年に続き18年も4割以上の企業が「改善」を見込んでいる。18年について「悪化」するとした企業は
9.9％と、17年見込み（19.5％）から9.6ポイント低下した。

 18年の景況感を示すDI値（営業利益が前年比で「改善」した企業の割合から「悪化」した企業の割合を引いた数値）は38.2ポイント
となり、17年見込みと比べ11.5ポイント上昇。改善の理由としては「現地市場での売上増加」が最も多く、「生産効率の改善」、「輸出
拡大による売上増加」が続いた。

 17年と18年のDI値について国・地域別に見ると、同率だったラオス、カンボジア以外は軒並み改善し、特にバングラデシュ、インド、
スリランカ、パキスタンの南西アジア4カ国とベトナム、ラオスでは、DI値が50ポイントを上回るなど景況感の改善が顕著であった。

3．事業拡大意欲は東南・南西アジアで堅調、中国で持ち直し（P18、20）
 今後1～2年の事業展開の方向性についてみると、全体では「拡大」とする企業の割合は53.7％となり、16年（52.2％）から1.5ポイン

ト上昇した。中国では「拡大」が8.2ポイントと大きく上昇し48.3％となった。他方、東南アジアでは「拡大」が0.3ポイント上昇の55.7％
と微増だった。

 「拡大」の割合を東南アジアと中国で経年変化を比較すると、12年に中国が急落し、以後東南アジアが中国を上回る状態が続いて
いる。15年にその差は16.2ポイントまで拡大したが、17年には7.4ポイントへ縮小した。

 なお、事業拡大意欲が高いのは、パキスタン（81.3％）、ミャンマー（70.7％）、インド (69.6％）、ベトナム（69.5％）などである。
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4．最大の経営課題は賃金上昇、ただし昇給率は前年から概ね低下（P30、31、71、72）

 経営上の問題点では、「従業員の賃金上昇」を挙げる企業が全体では最も多い66.7％で前年調査から1.4ポイント上昇した。

 国・地域別にみると、カンボジア（82.8%）がインドネシア（80.8％）、中国（75.3％）等を抜いて首位となった。以下、ベトナム（75.2％）、
インド（72.1％）が続いている。

 18年の昇給率（前年度比、全業種平均）は、パキスタン（9.9％）、インド（9.5％）、バングラデシュ（9.1％）、ミャンマー（8.6％）で高かっ
た。上位4カ国については、バングラデシュがミャンマーを抜いたが、顔ぶれは変わらなかった。

 昇給率は前年調査と比較すると概ね低下した。中国では13年以降、昇給率が1桁台で推移しており、18年は5.9％に落ち着く見込み。

5．製造業：東南アジア諸国で現地調達率上昇、ただし中国とは開き（P42、44、45、46、48）

 現地での製造原価に占める材料費の比率は約6割となった。

 その低減に向け「現地調達率を引き上げる」方針を示した企業の割合は、全体の72.8％に上る。

 国・地域別にみると、ニュージーランド（67.9％）、中国（67.3％）の現地調達率が高く、とりわけ中国の輸送機械器具は71.3％に上っ
た。

 主要国における経年変化をみると、タイ、インド、インドネシア、ベトナム、フィリピンの現地調達率は2012年比で上昇した。ただし、中国
との比較では依然として10ポイント以上低く、更なる上昇が必要とされている。

6．非製造業：将来の市場開拓ターゲットは「地場企業」へ移る（P58、66、68）

 非製造業企業による現地市場開拓への取り組みについて、企業向け販売では、将来は「地場企業」をターゲットとする企業の割合
（74.9％）が「現地日系企業」（49.4％）より高まることが見込まれている。

 現地消費者から好まれる製品・サービスとして、「現地カスタマイズ型」であると回答した企業割合が「日本市場型」よりも8.8ポイント高

かった。国・地域別では、オーストラリア、インドでは「現地カスタマイズ型」が、台湾、香港・マカオでは「日本市場型」の回答割合が高
かった。

 市場開拓のために効果が高い広告宣伝媒体として、「SNS」を選択した割合が最も高く、特に、カンボジア、ミャンマー、ベトナム、ニュー
ジーランドでは6割を超えた。SNSの内訳として、Facebook（94.3％）、Instagram（37.3％）、Twitter（17.9％）と続いた。

7



84.9

68.3

83.7

73.3

78.0

65.3

76.5

58.2

75.2

61.3

75.2

45.9

74.9

56.5

74.0

67.8

71.9

51.7

66.0

40.7

43.8

27.3

8.1

17.1

2.3

23.3

8.7

14.7

13.1

23.0

9.0

18.7

7.6

21.7

11.2

19.3

8.8

15.6

13.6

22.0

14.0

18.6

15.6

18.2

7.0

14.6

14.0

3.3

13.3

20.0

10.4

18.8

15.8

20.1

17.3

32.5

13.9

24.2

17.1

16.7

14.5

26.4

20.0

40.7

40.6

54.6

大企業(n=172)

中小企業(n=41)

大企業(n=43)

中小企業(n=30)

大企業(n=150)

中小企業(n=75)

大企業(n=260)

中小企業(n=352)

大企業(n=525)

中小企業(n=289)

大企業(n=278)

中小企業(n=157)

大企業(n=303)

中小企業(n=347)

大企業(n=181)

中小企業(n=90)

大企業(n=242)

中小企業(n=91)

大企業(n=265)

中小企業(n=59)

大企業(n=32)

中小企業(n=33)

黒字 均衡 赤字

１．営業利益見通し(1)

Copyright © 2017 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載

2017年の営業利益見込み(国・地域別)
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2017年の営業利益見込みを「黒字」とした企業の割合は67.4％と前年の62.8％（2016年調査）から4.6ポイント上昇した。また、「赤字」とした企
業の割合は18.3％となり、16年調査の21.8％から3.5ポイント低下した。
国・地域別の黒字企業の割合は、韓国が82.1％と最も高く、以下台湾が8割、フィリピン、オーストラリア、マレーシア、香港・マカオ、パキスタン、
ニュージーランド、中国で7割を超えた。
大企業では74.3％が黒字となり、中小企業の55.8％を18.5ポイント上回った。また、大企業および中小企業の有効回答数が30社以上ある全11

カ国・地域の全てにおいて、大企業の黒字比率が中小企業を上回った。特に、インドネシア、シンガポール、インドでは、大企業の黒字の割合が
中小企業より20ポイント以上高くなった。



１．営業利益見通し(2)
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北東アジア（中国を除く）では、全地域で黒字企業の割合が前年比で
増加した。
ASEAN5ではシンガポールを除いて、すべての国で黒字企業の割合
が上昇した。フィリピンは黒字企業の割合が79.5％と、5カ国の中で
最も高い数字を記録した。マレーシアは11.0ポイント上昇し、73.8％
となった。
中国、インド、ベトナムは、いずれも黒字企業の割合が前年比で上昇
した。中国は前年比5.9ポイント上昇の70.3％、インドは同7.8ポイン
ト上昇の61.4％、ベトナムは同2.3ポイント上昇の65.1％となった。

北東アジア（中国除く） ASEAN5

中国、インド、ベトナム

黒字企業の割合の推移‐ 2009～17年(国・地域別)
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（注）2011年以降の香港はマカオを含む
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１．営業利益見通し(3)
2017年の営業利益見込み(業種別)

非製造業

製造業

2017年の営業利益見込みを、製造業、非製造業別に見ると、黒字企業の割合は製造業(68.0％)が非製造業(66.8％)を上回った。前年(16年調
査、製造業：63.5％/非製造業：62.1％)との比較では、製造業で4.5ポイント上昇、非製造業で4.7ポイント上昇した。
非製造業では特に小売・卸売業(75.9％)で黒字企業の割合が高かった。
有効回答数上位3業種に関し、主要国・地域別の動向を見ると、輸送機械器具では、中国で83.0％、ベトナムで78.9％の企業が黒字を見込む。
鉄・非鉄・金属で黒字を見込む企業は、マレーシアで75.0％、中国で62.5％となった。卸売・小売業における黒字企業の割合は、台湾が88.2％
と最も高く、韓国も80％以上となった。

0 20 40 60 80 100

(%)

輸送機械器具

主要業種内の国・地域別見込み （注）n≧30の国・地域。

0 20 40 60 80 100

(%)

鉄・非鉄・金属

卸売・小売業

0 20 40 60 80 100
(%)

0 20 40 60 80 100
(%)

Copyright © 2017 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 10



１．営業利益見通し(4)
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進出先国・地域での輸出比率が50％未満の企業を内販型、50％以上の企業を輸出型として、それぞれの営業利益（見込み）を比較すると、内販
型企業の黒字の割合は67.6％、輸出型企業は68.4％であった。内販型、輸出型ともに前年（内販型：62.4％/輸出型：65.1％）より拡大した。
バングラデシュ、インド、シンガポールでは輸出型企業の営業利益の黒字率が内販型企業を10ポイント以上上回った。他方でASEAN諸国の中
ではマレーシア、ベトナム、フィリピンで内販型企業の黒字率が輸出型企業を上回った。
韓国、台湾、フィリピン、オーストラリアでは輸出型、内販型両方で黒字率が高かった。
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(n=151)

中国(n=813)

タイ(n=620)
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13.3
11.5

16.6

16.7

6.0
17.2

5.7

33.1
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66.7

48.5

15.7 12.9
15.7

14.2

9.8 9.7 17.6
37.3

～2000

(n=51)

2001～05

(n=31)

2006～10

(n=108)

2011～
(n=134)

インド(n=328)

設立年別に2017年の営業
利益見込みを見ると、2005

年までに設立された企業で
黒字と回答した企業は、7

割を上回った。

一方、2011年以降に設立
された企業で黒字と回答し
た企業の割合は47.8％と、
半分を割り込んだ。
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80

100

(%)

総数(n=4,630)



46.2

46.1

62.5

59.3

55.4

53.9

53.9

50.0

48.8

47.4

46.6

45.0

43.7

43.2

42.7

42.0

38.5

37.8

37.0

36.8

25.9

34.3

33.6

25.0

33.3

32.8

31.0

33.9

31.1

39.0

32.3

32.9

34.0

34.0

39.5

33.3

32.3

41.9

36.9

48.0

44.4

51.9

19.5

20.3

12.5

7.4

11.8

15.2

12.3

18.9

12.2

20.3

20.6

21.0

22.3

17.3

23.9

25.7

19.6

25.2

15.1

18.8

22.2

総数(n=4,592)

ASEAN (n=2,502)

パキスタン(n=32)

ラオス(n=27)

インド(n=323)

ベトナム(n=646)

カンボジア(n=65)

オーストラリア(n=180)

バングラデシュ(n=41)

中国(n=814)

フィリピン(n=73)

インドネシア(n=433)

タイ(n=618)

ミャンマー(n=81)

台湾(n=213)

マレーシア(n=226)

香港・マカオ(n=270)

シンガポール(n=333)

ニュージーランド(n=73)

韓国(n=117)

スリランカ(n=27)

改善 横ばい 悪化

１．営業利益見通し(6)
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2017年の営業利益見込み(16年比)が「改善」すると回答した企業の割合は46.2％と、16年調査で「改善」とした企業の割合(42.9％)から3.3ポ
イント上昇した。「悪化」とした企業の割合は19.5％と16年調査(24.1％)から4.6ポイント低下した。
2018年の営業利益見通しについては、「改善」とした企業の割合は48.1％となり、16年調査の「2017年の営業利益見通し」(47.1％)から1.0ポ
イント上昇した。また、「悪化」とした企業の割合は9.9％と、16年調査の「2017年の営業利益見通し」(11.1％)から1.2ポイント低下した。
ASEANでは2017年の営業利益見込みを「改善」と回答した企業は46.1％と全体と同水準、2018年の営業利益見通しでは49.4％と全体を上
回った。

2017年の営業利益見込み
(国・地域別、16年との比較)

2018年の営業利益見通し
(国・地域別、17年との比較)

48.1

49.4

68.8

68.3

64.7

59.3

58.6

56.7

53.9

52.0

51.3

48.0

45.1

44.7

44.4

44.0

43.0

41.9

38.3

36.4

33.3

42.0

41.0

15.6

29.3

29.1

33.3

35.3

40.0

33.9

39.3

40.0

42.5

43.5

42.5

50.0

42.2

46.8

44.9

50.0

52.2

54.7

9.9

9.6

15.6

2.4

6.2

7.4

6.0

3.3

12.3

8.8

8.8

9.6

11.3

12.9

5.6

13.8

10.2

13.3

11.7

11.4

12.0

総数(n=4,584)

ASEAN(n=2,493)

パキスタン(n=32)

バングラデシュ(n=41)

インド(n=323)

ラオス(n=27)

ベトナム(n=648)

スリランカ(n=30)

カンボジア(n=65)

インドネシア(n=433)

ミャンマー(n=80)

フィリピン(n=73)

中国(n=811)

オーストラリア(n=179)

ニュージーランド(n=72)

マレーシア(n=218)

タイ(n=617)

シンガポール(n=332)

台湾(n=214)

香港・マカオ(n=272)

韓国(n=117)

改善 横ばい 悪化
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(%)

0 20 40 60 80 100
(%)



１．営業利益見通し(7)
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51.9 
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41.5 

38.7 

36.6 

31.1 

27.2 
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25.9 

24.0 

21.9 

21.4 

18.9 

18.8 

18.0 

16.4 

12.6

3.7
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総数(n=4,592)

ASEAN (n=2,502)

ラオス(n=27)

パキスタン(n=32)

インド(n=323)

カンボジア(n=65)

ベトナム(n=646)

バングラデシュ(n=41)

オーストラリア(n=180)

中国(n=814)

フィリピン(n=73)

ミャンマー(n=81)

インドネシア(n=433)

ニュージーランド(n=73)

タイ(n=618)

香港・マカオ(n=270)

台湾(n=213)

韓国(n=117)

マレーシア(n=226)

シンガポール(n=333)

スリランカ(n=27)

38.2 

39.9 

65.9 

58.5 

53.3 

53.1 

52.6 

51.9 

43.2 

42.5 

41.5 

38.9 

38.4 

33.8 

32.7 

31.8 

30.3 

28.6 

26.6 

25.0 

21.4 

0 20 40 60 80

総数(n=4,584)

ASEAN(n=2,493)

バングラデシュ(n=41)

インド(n=323)

スリランカ(n=30)

パキスタン(n=32)

ベトナム(n=648)

ラオス(n=27)

インドネシア(n=433)

ミャンマー(n=80)

カンボジア(n=65)

ニュージーランド(n=72)

フィリピン(n=73)

中国(n=811)

タイ(n=617)

オーストラリア(n=179)

マレーシア(n=218)

シンガポール(n=332)

台湾(n=214)

香港・マカオ(n=272)

韓国(n=117)

2017年の景況感を示すDI値
（注）は、26.7ポイントとなり、
16年調査の18.7ポイントか
ら、8.0ポイント上昇した。国・
地域別ではラオス、パキスタ
ン、インド、カンボジアのDI値
が高い。
2018年のDI値は38.2ポイン
トと、2017年のDI値より約
11.5ポイント高かった。ほぼ
全ての国・地域で2018年の
DI値が2017年を上回る結果
となった。

(注) DI値とは、Diffusion Indexの略で、「改善」すると回答した企業の割合から「悪化」すると回答した企業の割合を差し
引いた数値。景況感がどのように変化していくかを数値で示す指標。

2017年のDI値(国・地域別) 2018年のDI値(国・地域別)
(ポイント)(ポイント)



49.6 

56.9 

53.8 

53.6 

52.8 

52.3 

50.9 

46.6 

46.3 

46.1 

40.5 

46.8 

55.9 

54.0 

53.9 

50.0 

48.6 

45.7 

44.4 

40.0 

40.0 

39.2 

35.5 

35.3 

37.6 

36.0 

37.9 

45.5 

49.3 

39.0 

51.4 

43.8 

41.2 

42.7 

41.9 

43.8 

42.0 

44.5 

45.0 

42.9 

10.5 

3.9 

10.8 

11.1 

9.6 

11.7 

11.2 

7.9 

4.5 

14.9 

8.1 

9.4 

2.9 

3.2 

4.3 

6.3 

9.4 

9.8 

10.5 

17.1 

製造業(n=2,195)

ゴム・皮革(n=51)

一般機械器具(n=93)

食料品(n=153)

鉄・非鉄・金属(n=354)

繊維(n=111)

化学・医薬(n=285)

電気機械器具(n=341)

精密機械器具(n=67)

輸送機械器具(n=423)

木材・パルプ(n=37)

非製造業(n=2,389)

飲食業(n=34)

通信・ソフトウェア業(n=124)

事業関連サービス(n=117)

旅行・娯楽業(n=64)

運輸業(n=255)

卸売・小売業(n=1,056)

金融・保険業(n=171)

建設業(n=175)

改善 横ばい 悪化

非製造業

１．営業利益見通し(8)
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2017年の営業利益見込みを「改善」とした企業の割合は、16年調査と比べ、製造業(46.6％⇒47.5％)、非製造業(39.1％⇒45.0％)と、ともに
上昇した。
18年の見通しを「改善」とした企業の割合は、製造業(49.6％)、非製造業(46.8％)ともに上昇した。

2017年の営業利益見込み(16年との比較、業種別)

47.5 

55.8 

55.3 

51.3 

51.1 

48.7 

44.8 

43.3 

43.0 

38.9 

38.2 

45.0 

60.0 

48.1 

45.5 

44.3 

43.9 

40.6 

40.5 

31.0 

31.7 

28.9 

26.6 

28.7 

29.1 

27.3 

30.1 

41.8 

39.5 

27.8 

38.2 

36.7 

33.0 

35.5 

37.9 

29.8 

39.2 

43.8 

41.3 

40.2 

20.9 

15.4 

18.1 

20.0 

19.8 

24.0 

25.2 

14.9 

17.5 

33.3 

23.6 

18.3 

7.0 

16.4 

16.7 

25.9 

17.0 

15.6 

18.3 

28.7 

製造業(n=2,201)

ゴム・皮革(n=52)

一般機械器具(n=94)

輸送機械器具(n=425)

鉄・非鉄・金属(n=354)

食料品(n=154)

化学・医薬(n=286)

精密機械器具(n=67)

電気機械器具(n=342)

木材・パルプ(n=36)

繊維(n=110)

非製造業(n=2,391)

事業関連サービス(n=115)

卸売・小売業(n=1,060)

旅行・娯楽業(n=66)

運輸業(n=255)

金融・保険業(n=171)

飲食業(n=32)

通信・ソフトウェア業(n=126)

建設業(n=174)

改善 横ばい 悪化

非製造業

2018年の営業利益見通し(17年との比較、業種別)
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68.8

38.2 

28.8 

14.7 

11.7 

63.6

38.6 

27.9 

17.8 

17.0 

現地市場での売上増加

生産効率の改善（製造業のみ）

輸出拡大による売上増加

その他支出

( 管理費、光熱費、燃料費等) の削減

調達コストの削減

45.8 

38.1 

24.9 

21.4 

19.5 

51.3 

31.3 

15.5 

27.6 

15.9 

現地市場での売上減少

人件費の上昇

調達コストの上昇

輸出低迷による売上減少

販売価格への不十分な転嫁

１．営業利益見通し(9)
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国・地域

国・地域

2017年の営業利益見込みが改善する理由
（2016年調査の「2016年の営業利益が改善する理由」との比較）

(複数回答上位5項目)

2017年の営業利益見込みが悪化する理由
（2016年調査の「2016年の営業利益が悪化する理由」との比較）

(複数回答上位5項目)

韓国(77.3%)

香港・マカオ(62.3%)

台湾(60.8%)

タイ(57.4%)

オーストラリア(52.9%)

フィリピン(53.3%)

インドネシア(52.8%)

マレーシア(50.9%)

中国(49.7%)

ベトナム(42.3%)

国・地域別、業種別の回答割合(上位5位まで)

（注）n≧30の国・地域、業種。

（注）n≧10の国・地域、業種。

業種

業種

卸売・小売業(65.5%)

通信・ソフトウェア業(63.6%)

建設業(61.2%)

旅行・娯楽業(54.6%)

輸送機械器具(48.2%)

旅行・娯楽業(63.6%)

繊維(61.5%)

通信・ソフトウェア業(59.1%)

木材・パルプ(50.0%)

鉄・非鉄・金属(48.6%)

■2017年調査(n=893) 2016年調査(n=1,105)

インド(84.9%)

中国(79.1%)

台湾(76.9%)

インドネシア(76.4%)

韓国(74.4%)

事業関連サービス(79.7%)

一般機械器具(76.9%)

卸売・小売業(76.5%)

旅行・娯楽業(73.3%)

輸送機械器具(73.2%)

ミャンマー(75.0%)

カンボジア(53.3%)

インド(47.4%)

中国(43.3%)

フィリピン(41.7%)

繊維(57.1%)

輸送機械器具(44.9%)

鉄・非鉄・金属(40.9%)

食料品(38.7%)

電気機械器具(35.4%)

■2017年調査(n=2,110) 2016年調査(n=1,970)
0 20 40 60 80

(%)

0 20 40 60 80
(%)



44.8 

39.7 

24.5 

23.0 

21.2 

45.0 

36.6 

16.0 

29.5 

15.8 

現地市場での売上減少

人件費の上昇

調達コストの上昇

輸出低迷による売上減少

販売価格への不十分な転嫁

72.8 

41.4 

32.7 

15.7 

12.6 

72.6 

40.8 

29.6 

16.7 

14.9 

現地市場での売上増加

生産効率の改善（製造業のみ）

輸出拡大による売上増加

販売効率の改善

調達コストの削減

１．営業利益見通し(10)
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国・地域

国・地域

2018年の営業利益見通しが改善する理由
（2016年調査の「2017年の営業利益が改善する理由」との比較）

(複数回答上位5項目)

2018年の営業利益見通しが悪化する理由
（2016年調査の「2017年の営業利益が悪化する理由」との比較）

(複数回答上位5項目)

台湾(76.0%)

オーストラリア(52.2%)

マレーシア(50.0%)

インド(50.0%)

香港・マカオ(48.4%)

インドネシア(62.2%)

中国(52.2%)

ベトナム(43.6%)

韓国(42.9%)

マレーシア(40.0%)

国・地域別、業種別の回答割合(上位5位まで)

（注）n≧30の国・地域、業種。

（注）n≧10の国・地域、業種。

業種

業種

一般機械器具(70.0%)

輸送機械器具(60.3%)

建設業(60.0%)

卸売・小売業(56.9%)

運輸業(45.8%)

繊維(84.6%)

食料品(52.9%)

電気機械器具(48.2%)

輸送機械器具(46.0%)

金融・保険業(44.4%)

■2017年調査（n=453） 2016年調査（n=505）

インド(90.0%)

韓国(84.6%)

台湾(81.5%)

インドネシア(80.7%)

オーストラリア(79.8%)

建設業(90.0%)

事業関連サービス(88.9%)

卸売・小売業(82.5%)

旅行・娯楽業(81.3%)

食料品(78.1%)

カンボジア(73.3%)

ミャンマー(54.6%)

フィリピン(50.0%)

ニュージーランド(50.0%)

中国(44.2%)

繊維(56.9%)

一般機械器具(50.0%)

輸送機械器具(42.3%)

鉄・非鉄・金属(41.7%)

電気機械器具(40.5%)

■2017年調査(n=2,197) 2016年調査(n=2,058)
0 20 40 60 80

(%)

0 20 40 60 80
(%)



２．今後の事業展開(1)
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今後1～2年の事業展開の方向性について、「拡大」と回答した企業の割合は53.7%と、16年調査(52.2%)から1.5ポイント上昇した。また、「縮小」
もしくは「第三国（地域）へ移転・撤退」と回答した企業の割合は4.2％と、 16年調査(4.2％)から横ばいとなった。
国･地域別にみると、「拡大」と回答した企業の割合が最も高かったのはパキスタンで81.3％。ミャンマーでも70.7％の企業が「拡大」と回答した。
中国で「拡大」と回答した企業の割合は48.3％と、 16年調査(40.1％)と比較して8.2ポイント上昇した。

今後1～2年の事業展開の方向性
（国・地域別）

53.7

81.3

70.7

69.6

69.5

69.1

66.7

63.4

63.3

58.5

51.9

51.4

51.3

48.3

47.5

47.2

46.4

45.3

38.5

38.0

42.2

18.8

26.8

27.9

28.8

28.6

29.6

35.2

33.3

38.5

44.4

45.2

45.6

44.3

44.7

50.1

47.9

53.0

53.5

62.0

3.3

1.2

2.2

0.9

3.7

1.4

3.3

3.1

3.2

3.2

2.7

5.9

5.6

2.3

3.9

1.7

7.0

0.9

1.2

0.3

0.8

2.4

0.5

0.2

0.4

1.5

2.2

0.5

1.8

1.1

総数(n=4,605)

パキスタン(n=32)

ミャンマー(n=82)

インド(n=326)

ベトナム(n=650)

バングラデシュ(n=42)

ラオス(n=27)

フィリピン(n=71)

スリランカ(n=30)

カンボジア(n=65)

台湾(n=216)

インドネシア(n=434)
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拡大 現状維持 縮小 第三国(地域)へ移転・撤退
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２．今後の事業展開(2)
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今後1～2年で事業を「拡大」とする比率の推移
（2008～17年）

今後1～2年の事業展開の方向性を「拡大」とした企業の割合を、国・地域別に2008年調査からの推移でみると、リーマン･ショック後の世界的な景
気低迷から回復した10年に大幅な上昇が見られたものの、一部の国・地域を除いて2011～13年はおおむね横ばい、2014年～2015年は減少、
2016年はASEANや北東アジアで増加した。2017年は、南西アジア・オセアニア主要国、北東アジアで事業展開の方向性を「拡大」とした企業の割
合が増加した。
2017年調査で「拡大」の割合が前年比で5ポイント以上上昇したのはスリランカ(17.1ポイント)、パキスタン(10.3ポイント)、フィリピン(9.0ポイント)、
中国(8.2ポイント)、マレーシア(7.2ポイント)となった。他方、「拡大」の割合が前年比で5ポイント以上低下したのはカンボジア(△14.0ポイント)、ミャ
ンマー(△9.0ポイント)となった。

(%) (%) (%)

ASEAN主要国 南西アジア・オセアニア主要国 北東アジア
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ベトナム （注）2011年以降の香港はマカオを含む。（注）カンボジアは2010年より調査開始。
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２．今後の事業展開(3)
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今後1～2年で事業を「拡大」とする比率の推移
（2008～17年、中国・アジア主要国比較）

中国とASEANの今後1～2年の事業展開の方向性を「拡大」と回答した企業の割合を、2008年調査からの推移で比較すると、2011年まで中国が
ASEANよりも高い水準であったものの、2012年に中国52.3％、ASEAN61.4％と逆転した。2012年以降は、毎年、ASEANが10ポイント前後高く、
2015年調査ではその差は16.1ポイントとなったが、同年をピークにその差は縮小しており、2017年は7.4ポイント差となった。
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２．今後の事業展開(4)
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今後1～2年の事業展開の方向性（業種・企業規模別）

今後1～2年の事業展開の方向性を業種別にみると、製造業(53.3％)よりも非製造業(54.1％)の方が拡大意欲が高い。
「拡大」の割合が高いのは、製造業では食料品(59.9%)、非製造業では事業関連サービス(66.7％)。他方、繊維および建設業は、「拡大」の割合
が相対的に低い。
企業規模別にみると、製造業、非製造業ともに大企業の事業拡大傾向が中小企業を上回っている。「拡大」と回答した製造業企業の割合は、15

年調査以降上昇している。
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拡大 現状維持 縮小 第三国（地域）へ移転・撤退
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２．今後の事業展開(5)
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今後1～2年の事業展開の方向性（主要業種 国･地域別比較）

卸売・小売業の「拡大」の割合は、ベトナム(83.1％)、インド(67.4％)が高い。他方、ニュージーランド、韓国では「現状維持」が5割超を占めた。
輸送機械器具では、「拡大」の割合はインド(62.3％)が高い。中国(51.4％)は16年調査結果(43.0％)から「拡大」の割合が8.4ポイント上昇し、上
昇幅としては国・地域別で最大となった。
ベトナムの「拡大」の割合は、卸売・小売業では8割以上、鉄・非鉄・金属、電気機械器具では7割以上を占めた。
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２．今後の事業展開(6)
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今後1～2年で事業を「拡大」する理由（複数回答） （注）n≧30の国･地域。
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２．今後の事業展開(7)
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（注）n≧30の国･地域。
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拡大する機能の国別推移（2012～17年）

「販売機能」を拡大する、とした企業の割合は、インドが66.5％で引き続き高い。タイでは16年調査から17年調査にかけて6.8ポイント上昇した。
「生産（汎用品）」の機能を拡大する、とした企業の割合は、ベトナムが3割超、タイ、インドネシア、インドは3割を割り込んだ。一方、2015年から2年
連続で低下した中国は2016年に2割を割り込んだが、2017年には6.9ポイント回復させ2割台に回復した。
「生産（高付加価値品）」の機能を拡大するとした企業の割合は、総じて下落傾向に転じた。特にインド、ベトナムでは16年調査から17年調査にかけ
てそれぞれ5.4ポイント、2.5ポイント下落した。

(%) (%) (%)

販売機能 生産機能（汎用品） 生産機能（高付加価値品）
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15

25

35

45

55

65

75

2013 2014 2015 2016 2017
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事業の「縮小」「移転・撤退」を選んだ企業にその理由を複数回答で聞いたところ、「売上の減少」(63.9％)が最も高く、「コストの増加」(41.7％)が続い
た。

ASEANと中国を比較すると、「高付加価値製品への低い受容性」「労働力確保の難しさ」の回答割合は、 ASEANが中国よりもそれぞれ6.2ポイント、
2.8ポイント高い。一方、「取引先との関係」「規制の強化」を挙げた企業の割合は、中国がASEANをそれぞれ10.4ポイント、8.2ポイント上回った。

業種別にみると、「売上の減少」では、非製造業の回答割合が製造業を7.6ポイント上回った。他方、製造業で「コストの増加」 「取引先との関係」「労働
力確保の難しさ」を挙げた企業の割合は非製造業の回答をそれぞれ13.9ポイント、12.6ポイント、6.9ポイント上回った。

大企業、中小企業の比較では、 「取引先との関係」、「労働力確保の難しさ」、 「生産・販売ネットワークの見直し」、で中小企業の回答割合が大企業
の回答を10.8ポイント、8.9ポイント、5.6 ポイント上回った。

事業縮小もしくは移転・撤退の理由（複数回答）

0 20 40 60 80

(%) 業種別 企業規模別

製造業 非製造業 大企業 中小企業

売上の減少 60.2 67.8 63.6 64.4 

コストの増加
(調達コスト、人件費など) 

48.4 34.5 35.5 50.7 

成長性、潜在力の低さ 19.4 35.6 29.0 24.7 

生産・販売ネットワーク
見直し

16.1 12.6 12.2 17.8 

規制の強化 14.0 13.8 14.0 13.7 

労働力確保の難しさ 17.2 10.3 10.3 19.2 

取引先との関係 16.1 3.5 5.6 16.4 

高付加価値製品への
低い受容性

4.3 8.1 1.9 12.3 

その他 14.0 13.8 15.9 11.0 

(%)
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中国進出日系企業の今後1～2年の事業展開の方向性

61.1

48.2

27.8

20.4

18.5

14.8

14.8

1.9

13.0

54.8

50.0

26.2

16.7
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コストの増加(調達コスト、人件費など)
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取引先との関係

労働力確保の難しさ

生産・販売ネットワーク見直し

高付加価値製品への低い受容性

その他

17年調査(n=54) 16年調査(n=42)

0 20 40 60 80

(%)

100
事業縮小もしくは移転・撤退と回答した企業内訳

製造業 47社 (6.7%)

一般機械器具 5社 (21.7%)

繊維 4社 (16.7%)

電気機械器具 10社 (11.5%)

輸送機械器具 11社 (9.9%)

化学・医薬 4社 (7.7%)

鉄・非鉄・金属 3社 (5.3%)

非製造業 13社 (4.1%)

卸売・小売業 6社 (4.8%)

（注2）カッコ内は、各省市、業種の回答企業数に占める、「事業縮小｣もしくは「第三国（地域）への移転・撤
退」と回答した企業の割合。

上海市
6社

(5.7%)

遼寧省
3社

(4.4%)

広東省
15社

(9.8%)

（注1）「事業縮小」もしくは「第三国（地域）への移転・撤退」と回答した企業数3社以上の業種、省市。
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拡大 現状維持 縮小 第三国(地域)へ移転・撤退

事業縮小もしくは移転・撤退の理由

(%)

福建省
3社

(8.6%)

北京市
5社

(6.6%)

湖北省
3社

(5.2%)
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 中国進出日系企業の今後1～2年の事業展開の方向性について、「縮小」もしくは「第三国（地域）への移転･撤退」と回答した企業の構成比は
7.4％と16年調査より上昇し、2016年から2年連続7％台となった。一方、「拡大」は8.2ポイント上昇の48.3％となった。

 事業を「縮小」もしくは「移転・撤退」する理由についての回答（複数回答）では、「売上の減少」(61.1％)が最も多く、これに 「コストの増加」
(48.2％)、「成長性、潜在力の低さ」(27.8％)が続く。

 「縮小」もしくは「第三国（地域）への移転･撤退」と回答した企業の割合を業種別にみると、製造業(6.7％)が非製造業(4.1％)より多く、中でも一
般機械器具(21.7％)、繊維(16.7％)が高い。

山東省
8社

(13.3%)
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 現地従業員の増減について国･地域別に見ると、過去1年の変化ではパキスタンで「増加」と回答した企業の割合が7割を上回った。
 今後1年の予定では、「増加」と回答した企業の割合が、パキスタン（68.8％）を筆頭に、バングラデシュ、ミャンマー、インド、ベトナムで6割以上と
なった。

 「減少」と回答した企業の割合が、過去1年は中国で2割以上、今後1年の予定では中国（15.5％）、インドネシア（13.6％）、マレーシア（12.2％）が相
対的に高い。
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２．今後の事業展開(12)
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 日本人駐在員の増減について国･地域別に見ると、過去1年の変化、今後1年の予定ともに、いずれの国･地域も「横ばい」と答えた企業の割合
が最も高い。

 過去1年の変化では、「減少」と回答した企業の割合は、ラオスで2割を超え、中国（18.8％）やシンガポール（17.6％）、マレーシア（17.5％）も2割
弱となった。

 今後1年の予定では、「増加」と回答した企業の割合がラオス（19.2％）、ミャンマー（17.5％）、インド（17.3％）、バングラデシュ（17.1％）が比較
的高かった。他方、「減少」と回答した企業の割合は、中国が20.9％と最も高かった。
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３．経営上の問題点(1)
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全地域共通の問題点(上位10項目、複数回答)

回答項目
2017年調査
（％）

2016年調査
（％）

増減
（ポイント）

1位 従業員の賃金上昇 66.7 65.3 1.4

2位 品質管理の難しさ（製造業のみ） 51.9 50.5 1.4

3位 競合相手の台頭（コスト面で競合） 49.9 46.6 3.3

4位 従業員の質 46.9 44.1 2.8

5位
原材料・部品の現地調達の難しさ
（製造業のみ）

45.1 43.2 1.9

6位 調達コストの上昇（製造業のみ） 40.7 29.0 11.7

7位 新規顧客の開拓が進まない 38.5 37.6 0.9

8位 主要取引先からの値下げ要請 35.9 35.2 0.7

9位
限界に近づきつつあるコスト削減
（製造業のみ）

35.3 34.5 0.8

10位
税務(法人税、移転価格課税など) の負
担

32.4 27.7 4.7

経営上の問題点では、「従業員の賃金上昇」が最も多く（66.7％）、次が「品質管理の難しさ」（51.9％）となった。「調達コストの上昇」が前年比11.7

ポイント上昇したのをはじめ、上位10項目全てで回答比率が前年比で上昇した。国・地域別では、「従業員の賃金上昇」で、カンボジア（82.8％）とイ
ンドネシア（80.8％）が中国（75.3％）を上回り、この3カ国にベトナム（75.2％）、インド（72.1％）、スリランカ（70.0％）を加えた6カ国が7割を超えた。
業種別に見ると、製造業では「従業員の賃金上昇」という回答が7割を超えた。また、「主要取引先からの値下げ要請」では、製造業が非製造業を

15.6ポイント上回った。
企業規模別に見ると、大企業・中小企業いずれも「従業員の賃金上昇」との回答が前年比1.4ポイント上昇した。中小企業では「品質管理の難しさ」
という回答が5割を超えた。

業種別 企業規模別

製造業 非製造業 大企業 中小企業

74.3 59.7 66.3 67.3 

51.9 - 48.4 56.2 

51.5 48.3 53.4 44.0 

49.9 44.2 46.3 48.0 

45.1 - 44.2 46.2 

40.7 - 40.2 41.4 

36.4 40.3 35.5 43.5 

44.1 28.5 34.6 38.2 

35.3 - 34.8 36.0 

35.6 29.5 35.3 27.6 

(%)
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３．経営上の問題点(2)
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全地域共通の問題点(上位10項目、複数回答、各国・地域の回答率)

従業員の賃金上昇 品質管理の難しさ
競合相手の台頭
(コスト面で競合)

従業員の質
原材料・部品の
現地調達の難しさ
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シンガポール 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=329) 56.2 59.8

2 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=328) 50.9 52.6

3 新規顧客の開拓が進まない(n=328) 42.1 41.6

4 従業員の質(n=329) 39.8 35.7

5 人材(技術者) の採用難(n=75) 34.7 13.3

マレーシア 17年 16年

1 品質管理の難しさ(n=121) 71.1 64.2

2 従業員の賃金上昇(n=226) 68.1 67.7

3 調達コストの上昇(n=121) 59.5 41.5

4 現地通貨の対ドル為替レートの変動(n=223) 55.6 56.9

5 従業員の質(n=226) 52.2 53.3

タイ 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=594) 63.0 59.3

2 品質管理の難しさ(n=339) 54.0 59.0

3 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=595) 50.6 47.3

4 従業員の質(n=594) 50.5 48.5

5 主要取引先からの値下げ要請(n=595) 43.9 40.6

インドネシア 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=427) 80.8 82.2

2 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=238) 64.3 56.3

3 通関等諸手続きが煩雑(n=424) 59.7 48.8

4
税務(法人税、移転価格課税など) の負担
(n=428)

58.9 51.1

5 通関に時間を要する(n=424) 57.3 46.0

ベトナム 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=640) 75.2 75.5

2 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=376) 65.2 64.8

3 品質管理の難しさ(n=376) 57.2 58.6

4 従業員の質(n=640) 46.7 42.5

4 通関等諸手続きが煩雑(n=634) 46.7 47.5

フィリピン 17年 16年

1 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=46) 54.4 62.1

2 人材(技術者) の採用難(n=46) 50.0 36.7

2 従業員の質(n=72) 50.0 57.3

2 品質管理の難しさ(n=46) 50.0 53.5

5 従業員の賃金上昇(n=72) 45.8 44.7

(注1) 「特に問題はない」を除く、回答率上位５項目。オレンジ色のハイライトは、「3．経営上の問題点（1）」の全調査対象地域総数の上位10項目に入っていない項目。
(注2)赤色のハイライトは前年より10ポイント以上増加した項目。

国・地域別の問題点（上位5項目、複数回答） (%)
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(注1) 「特に問題はない」を除く、回答率上位５項目。オレンジ色のハイライトは、「3．経営上の問題点
（1）」の全調査対象地域総数の上位10項目に入っていない項目。
(注2)赤色のハイライトは前年より10ポイント以上増加、青色のハイライトは前年より10ポイント以上
減少した項目。

国・地域別の問題点（上位5項目、複数回答）

パキスタン 17年 16年

1 品質管理の難しさ(n=18) 61.1 52.9

2 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=18) 50.0 41.2

3 現地通貨の対ドル為替レートの変動(n=31) 48.4 32.3

4 輸入関税が高い(n=31) 48.4 41.9

4 通関に時間を要する(n=31) 45.2 32.3

スリランカ 17年 16年

1 品質管理の難しさ(n=11) 72.7 44.4

2 従業員の賃金上昇(n=30) 70.0 65.4

3 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=11) 54.6 55.6

4 従業員の質(n=30) 46.7 15.4

5 税務(法人税、移転価格課税など)の負担(n=28) 46.4 34.6

バングラデシュ 17年 16年

1 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=25) 76.0 81.3

2 物流インフラの未整備(n=25) 72.0 62.5

3 従業員の質(n=42) 69.1 60.4

4 品質管理の難しさ(n=25) 68.0 56.3

5 電力不足・停電(n=25) 68.0 65.6

カンボジア 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=64) 82.8 69.7

2 品質管理の難しさ(n=30) 76.7 76.3

3 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=30) 70.0 73.7

4 従業員の質(n=64) 60.9 62.9

5 通関等諸手続きが煩雑(n=64) 46.9 44.8

ミャンマー 17年 16年

1 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=17) 82.4 70.0

1 電力不足・停電(n=17) 82.4 85.0

2 品質管理の難しさ(n=17) 64.7 50.0

2 物流インフラの未整備(n=17) 64.7 55.0

5 従業員の賃金上昇(n=81) 59.3 75.3

ラオス 17年 16年

1 原材料・部品の現地調達の難しさ(n=17) 70.6 63.6

2 従業員の質(n=27) 70.4 72.2

3 人材(技術者)の採用難(n=17) 64.7 27.3

4 品質管理の難しさ(n=17) 58.8 81.8

5 物流インフラの未整備(n=17) 52.9 36.4

インド 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=319) 72.1 67.5

2 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=321) 64.2 59.2

3 従業員の質(n=319) 58.3 49.5

4
税務(法人税、移転価格課税など) の負担
(n=320)

51.3 52.6

5 品質管理の難しさ(n=150) 50.7 51.1

(%)
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(注1) 「特に問題はない」を除く、回答率上位５項目。オレンジ色のハイライトは、「3．経営上の問題点（1）」の全調査対象地域総数の上位10項目に入っていない項目。
(注2)赤色のハイライトは前年より10ポイント以上増加、青色のハイライトは前年より10ポイント以上減少した項目。

国・地域別の問題点（上位5項目、複数回答）

中国 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=806) 75.3 77.8

2 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=804) 55.0 44.4

3 調達コストの上昇(n=484) 50.2 31.9

3 品質管理の難しさ(n=484) 50.2 45.0

5 限界に近づきつつあるコスト削減(n=484) 46.1 48.2

香港・マカオ 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=271) 62.7 59.2

2 新規顧客の開拓が進まない(n=270) 44.8 45.9

3 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=270) 43.0 36.9

4 調達コストの上昇(n=33) 42.4 19.5

5 従業員の質(n=271) 41.0 35.2

台湾 17年 16年

1 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=216) 50.5 51.4

2 調達コストの上昇(n=56) 41.1 25.0

3 従業員の質(n=215) 39.5 34.3

4 従業員の賃金上昇(n=215) 35.8 31.9

5 主要取引先からの値下げ要請(n=216) 34.7 33.2

韓国 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=117) 59.0 57.5

2 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=117) 52.1 53.8

3 主要取引先からの値下げ要請(n=117) 40.2 46.8

4 従業員の質(n=117) 35.9 31.6

5 新規顧客の開拓が進まない (n=117) 35.0 41.0

オーストラリア 17年 16年

1 従業員の賃金上昇(n=180) 60.0 62.9

2 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=179) 41.9 33.7

3 現地通貨の対ドル為替レートの変動(n=180) 31.7 41.8

4 従業員の質(n=180) 31.1 26.2

5 調達コストの上昇(n=37) 29.7 29.2

ニュージーランド 17年 16年

1 競合相手の台頭(コスト面で競合) (n=72) 44.4 35.1

2 従業員の賃金上昇(n=72) 43.1 35.1

3 現地通貨の対ドル為替レートの変動(n=72) 33.3 34.2

4 人材（技術者）の採用難(n=20) 30.0 22.7

4 調達コストの上昇(n=20) 30.0 18.2

(%)

35



中国とアジア主要国の比較（各国の上位5項目、複数回答）

「品質管理の難しさ」「従業員の質」「現地調達の難しさ」は、インド、インドネシア、ベトナム、タイがいずれも中国を上回った。
「従業員の賃金上昇」は、インドネシアのみが中国を上回り、「限界に近づきつつあるコスト削減」「調達コストの上昇」は、中国が他の4カ国を上
回った。
「通関等諸手続きが煩雑」を挙げている企業の割合は、インド、インドネシア、ベトナムが中国より10ポイント以上高かった。

３．経営上の問題点(7)
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100
①従業員の賃金上昇

②品質管理の難しさ

③競合相手の台頭( コス

ト面で競合) 

④従業員の質

⑤原材料・部品の現地

調達の難しさ

⑥限界に近づきつつあ

るコスト削減

⑦通関等諸手続きが煩

雑

⑧税務( 法人税、移転価

格課税など) の負担

⑨通関に時間を要する

⑩主要取引先からの値

下げ要請

⑪調達コストの上昇

中国
インド

0

20

40

60

80

100
①従業員の賃金上昇

②品質管理の難しさ

③競合相手の台頭( コス

ト面で競合) 

④従業員の質

⑤原材料・部品の現地

調達の難しさ

⑥限界に近づきつつあ

るコスト削減

⑦通関等諸手続きが煩

雑

⑧税務( 法人税、移転価

格課税など) の負担

⑨通関に時間を要する

⑩主要取引先からの値

下げ要請

⑪調達コストの上昇

中国
タイ



35.4

45.7

40.0

43.8

39.3

44.5

33.9

36.7

35.2

33.5

42.3

35.9

33.3

37.4

30.5

37.0

28.7

17.1

26.4

25.9

46.4

42.8

46.7

42.2

45.9

40.4

50.4

46.7

47.9

48.8

39.7

45.0

45.2

40.8

47.6

40.7

49.1

53.6

41.7

38.4

14.5

9.9

6.7

9.4

11.3

11.9

13.5

10.0

16.9

15.2

12.8

13.8

14.3

17.9

16.4

14.8

18.2

23.7

19.4

28.6

3.8

1.7

6.7

4.7

3.5

3.2

2.2

6.7

2.6

5.1

5.4

7.1

3.9

5.6

7.4

4.0

5.7

12.5

7.1

総数(n=4,473)

インドネシア(n=416)

パキスタン(n=30)

カンボジア(n=64)

中国(n=795)

マレーシア(n=218)

ベトナム(n=631)

スリランカ(n=30)

フィリピン(n=71)

タイ(n=586)

ミャンマー(n=78)

インド(n=318)

バングラデシュ(n=42)

オーストラリア(n=179)

香港・マカオ(n=269)

ラオス(n=27)

シンガポール(n=324)

台湾(n=211)

ニュージーランド(n=72)

韓国(n=112)

大いにある 多少ある
あまりない ない

４．製造・サービスコストの上昇(1)

製造・サービスコストの上昇による事業活動へのマイナス影響
（国・地域別）

人件費・エネルギーおよび原材料価格の高騰に伴う製造・サービスコストの上昇が事業活動に与えるマイナスの影響について、「大いにある」「多
少ある」と回答した企業の割合は合わせて81.8％。アジア・オセアニア地域全体の約8割の企業がマイナスの影響を受けている。
マイナスの影響を受けている企業の割合はインドネシアが88.5％で最も高く、パキスタン、カンボジア、中国などが続く。
インドネシアの業種別では、食料品、繊維、木材・パルプ、一般機械器具、旅行・娯楽業、飲食業において深刻で、マイナスの影響が「大いにある」
「多少ある」と回答した企業の割合は100％だった。うち、「大いにある」と回答した割合が最も高かったのは食料品(80.0％)だった。
中国の業種別では、マイナスの影響が「大いにある」と回答した企業が5割を上回ったのは木材・パルプ(66.7％)、飲食業(66.7％)、繊維(56.5％)、
化学・医薬(52.9％)、通信・ソフトウェア業(52.6％)、食料品(50.0％)だった。

0 10020 40 60 80

(%)

（注）n≧10の国・地域。
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26.8

39.4

38.7

25.4

30.2

33.1

26.5

13.2

23.4

48.4

54.6

46.8

56.2

50.8

46.3

51.1

47.3

34.2

19.6

3.0

12.1

16.0

15.9

14.9

18.8

28.1

27.9

5.3

3.0

2.4

2.4

3.2

5.8

3.6

11.4

14.4

非製造業計(n=2,332)

飲食業(n=33)

運輸業(n=248)

建設業(n=169)

旅行・娯楽業(n=63)

通信・ソフトウェア業(n=121)

卸売・小売業(n=1,036)

金融・保険業(n=167)

事業関連サービス(n=111)

大いにある 多少ある あまりない ない

４．製造・サービスコストの上昇(2)
製造・サービスコストの上昇による事業活動へのマイナス影響

（業種別）

コスト上昇によるマイナスの影響について、「大いにある」「多少ある」と回答した企業の割合は製造業で89.0％、非製造業で75.2％。影響
は製造業においてより深刻。
製造業では、マイナスの影響が「大いにある」と回答した企業の割合は木材・パルプが最も高かった。
非製造業では、マイナスの影響が「大いにある」と回答した企業の割合は飲食業が最も高かった。
事業関連サービスでは、「あまりない」もしくは「ない」との回答が、全業種の中で最も高く4割を超える。

44.8

55.1

49.5

46.7

45.8

62.9

38.9

42.9

43.6

43.9

33.9

44.2

37.6

41.4

44.0

44.6

25.7

48.9

44.9

43.3

42.9

52.3

9.0

7.3

7.7

8.7

8.5

8.6

12.2

6.1

9.7

10.7

6.2

2.1

1.4

0.7

1.2

2.9

6.1

3.3

2.5

7.7

製造業計(n=2,141)

繊維(n=109)

輸送機械器具(n=418)

食料品(n=150)

鉄・非鉄・金属(n=343)

木材・パルプ(n=35)

一般機械器具(n=90)

ゴム・皮革(n=49)

電気機械器具(n=330)

化学・医薬(n=280)

精密機械器具(n=65)

大いにある 多少ある あまりない ない

0 20 40 60 80 100

(%)
0 20 40 60 80 100

(%)製造業 非製造業

38Copyright © 2017 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載



48.4 

69.8 

58.6 

55.8 

全体

金融・保険業

運輸業

輸送機械器具

38.6 

64.5 

58.2 

57.1 

全体

木材・パルプ

一般機械器具

精密機械器具

29.5

50.0 

47.0 

45.2 

全体

飲食業

食料品

木材・パルプ

24.2

38.3

34.4

31.8

全体

通信・ソフトウェア業

金融・保険業

事業関連サービス

21.5 

46.0 

41.8 

37.5 

全体

電気機械器具

輸送機械器具

精密機械器具

４．製造・サービスコストの上昇(3)
コスト上昇に対する対応策の実施（検討）状況

（複数回答）

回答項目 回答率(％)

1位 管理費・間接費などの経費節減 48.4

2位 原材料調達先・調達内容の見直し 38.6

3位 製品(サービス)価格の引き上げ 29.5

4位 人材の現地化の推進、人件費の削減 24.2

5位
取扱製品の見直し
(整理、改良、高付加価値化など)

22.8

6位
自動化・省力化の推進
(産業用ロボットの導入等)

21.5

7位 量産・量販によるコスト引き下げ 20.2

8位 現地調達率の引き上げによるコスト低減 19.8

9位 特に対策は行っていない 4.6

10位
製造・サービス機能の一部を
他国・地域へ移転（注）

4.6

コスト上昇への対応策では、「管理費・間接費などの経費節減」が48.4％で最大。とりわけ金融・保険業や運輸業などの非製造業において、同対策を
実施(検討)する企業の割合が高く、「人材の現地化の推進」「人件費の削減」においても実施(検討)する企業の割合が高い。
木材・パルプについては、「原材料調達先・調達内容の見直し」が6割を超え、「製品(サービス) 価格の引き上げ」も45.2％となった。
精密機械器具では、「原材料調達先・調達内容の見直し」が57.1％、「自動化・省力化の推進」も37.5％となった。

平均に比べ高い回答率がみられた業種
0 20 40 60 80 100

(%)

全体（n＝3,623）
（注）中国は本土内他地域への移転を含む。
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４．製造・サービスコストの上昇(4)
コスト上昇に対する対応策の実施（検討）状況 国・地域別 複数回答 （1/2）

管理費・間接費
などの経費節減

原材料調達先・
調達内容の見直し

人材の現地化の推進、
人件費の削減

製品(サービス)価格の
引き上げ

取り扱い製品の見直し
(整理、改良、高付加価値化など) 

48.4

58.2

54.6

54.4

51.9

51.6

51.4

50.4

50.0

49.1

47.5

44.4

42.2

39.1

32.8

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

香港・マカオ
(n=208)

中国(n=671)

台湾(n=147)

インドネシア
(n=362)

シンガポール
(n=252)

韓国(n=72)

オーストラリア
(n=139)

インド(n=254)

カンボジア(n=55)

フィリピン(n=59)

タイ(n=477)

マレーシア(n=185)

ベトナム(n=524)

ミャンマー(n=64)

(%)

38.6

47.0

45.3

44.7

43.8

40.6

39.0

38.9

32.7

27.9

25.0

24.6

23.8

23.4

18.7

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

インドネシア
(n=362)

中国(n=671)

ベトナム(n=524)

タイ(n=477)

インド(n=254)

フィリピン(n=59)

マレーシア
(n=185)

カンボジア(n=55)

香港・マカオ
(n=208)

韓国(n=72)

シンガポール
(n=252)

台湾(n=147)

ミャンマー(n=64)

オーストラリア
(n=139)

29.5

37.0

35.7

32.7

32.2

31.8

31.3

30.9

30.2

29.3

29.2

28.2

25.5

23.8

23.3

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

インドネシア
(n=362)

マレーシア(n=185)

インド(n=254)

フィリピン(n=59)

シンガポール
(n=252)

ミャンマー(n=64)

カンボジア(n=55)

オーストラリア
(n=139)

香港・マカオ
(n=208)

韓国(n=72)

ベトナム(n=524)

中国(n=671)

台湾(n=147)

タイ(n=477)

24.2

38.2

29.0

27.6

26.4

26.4

25.0

24.1

23.6

21.8

21.2

20.9

19.4

18.6

18.4

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

カンボジア(n=55)

シンガポール
(n=252)

インドネシア
(n=362)

インド(n=254)

中国(n=671)

ミャンマー(n=64)

ベトナム(n=524)

香港・マカオ
(n=208)

台湾(n=147)

タイ(n=477)

オーストラリア
(n=139)

韓国(n=72)

フィリピン(n=59)

マレーシア(n=185)

22.8

29.3

27.9

26.1

25.4

25.0

24.0

23.6

23.5

21.6

20.8

19.4

19.1

18.1

14.6

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

香港・マカオ
(n=208)

台湾(n=147)

中国(n=671)

フィリピン(n=59)

ミャンマー(n=64)

インドネシア
(n=362)

カンボジア(n=55)

タイ(n=477)

オーストラリア
(n=139)

韓国(n=72)

シンガポール
(n=252)

ベトナム(n=524)

インド(n=254)

マレーシア(n=185)

（注1）n≧50の国・地域。
（注2）中国は本土内他地域への移転を含む。
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４．製造・サービスコストの上昇(5)

21.5

37.8

29.4

26.0

25.0

23.1

21.6

20.3

14.3

13.9

12.7

12.6

12.3

11.5

3.1

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

マレーシア(n=185)

中国(n=671)

インドネシア
(n=362)

韓国(n=72)

タイ(n=477)

ベトナム(n=524)

フィリピン(n=59)

台湾(n=147)

香港・マカオ
(n=208)

カンボジア(n=55)

インド(n=254)

シンガポール
(n=252)

オーストラリア
(n=139)

ミャンマー(n=64)

自動化・省力化の推進
( 産業用ロボットの導入等) 

量産・量販による
コスト引き下げ

20.2

29.1

23.8

23.6

23.1

22.8

22.0

20.3

18.7

17.0

16.7

14.1

13.1

12.4

10.1

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

カンボジア(n=55)

インドネシア(n=362)

インド(n=254)

ベトナム(n=524)

中国(n=671)

フィリピン(n=59)

タイ(n=477)

オーストラリア
(n=139)

台湾(n=147)

韓国(n=72)

ミャンマー(n=64)

シンガポール(n=252)

マレーシア(n=185)

香港・マカオ(n=208)

現地調達率の引き上げ
によるコスト低減

19.8

29.5

24.4

23.7

23.2

23.2

22.5

21.8

14.1

12.7

12.5

11.6

10.1

9.5

4.3

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

インド(n=254)

中国(n=671)

フィリピン(n=59)

マレーシア(n=185)

インドネシア(n=362)

ベトナム(n=524)

タイ(n=477)

ミャンマー(n=64)

カンボジア(n=55)

韓国(n=72)

台湾(n=147)

香港・マカオ(n=208)

シンガポール(n=252)

オーストラリア
(n=139)

製造・サービス機能の
一部を他国・地域へ移転

4.6 

14.7 

11.1 

10.8 

5.6 

5.1 

4.8 

4.2 

3.6 

3.3 

3.2 

2.2 

2.1 

1.7 

1.6 

0 25 50 75 100

総数(n=3,623)

シンガポール(n=252)

香港・マカオ(n=208)

オーストラリア
(n=139)

韓国(n=72)

フィリピン(n=59)

台湾(n=147)

タイ(n=477)

カンボジア(n=55)

中国(n=671)

インド(n=254)

マレーシア(n=185)

ベトナム(n=524)

インドネシア(n=362)

ミャンマー(n=64)

コスト上昇に対する対応策の実施（検討）状況 国・地域別 複数回答 （2/2） （注1）n≧ 50の国・地域。
（注2）中国は本土内他地域への移転を含む。
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５．原材料・部品の調達(1)
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20 40 60 80 1000

(%)

製造原価に占める人件費、材料費の比率
（企業規模別・業種別）

製造原価に占める人件費、材料費の比率
（国・地域別）

38.0 

30.1 

29.9 

26.9 

26.3 

25.6 

24.8 

23.9 

22.2 

21.4 

21.2 

19.6 

19.4 

18.6 

17.6 

16.8 

15.9 

15.0 

7.4 

48.9 

45.7 

54.6 

56.5 

56.0 

56.1 

59.0 

54.0 

61.1 

57.5 

55.6 

59.8 

57.2 

58.5 

63.3 

61.2 

56.4 

66.1 

74.4 

13.1 

24.2

15.5 

16.6 

17.7 

18.3 

16.2 

22.1 

16.7 

21.1

23.2 

20.6

23.4

22.9 

19.1 

22.0 

27.7 

18.9 

18.2

ラオス(n=16)

ミャンマー(n=17)

韓国(n=34)

カンボジア(n=29)

ニュージーランド(n=17)

シンガポール(n=53)

バングラデシュ(n=23)

オーストラリア(n=33)

スリランカ(n=10)

香港・マカオ(n=26)

タイ(n=311)

中国(n=452)

ベトナム(n=348)

台湾(n=45)

マレーシア(n=116)

インドネシア(n=228)

フィリピン(n=40)

インド(n=128)

パキスタン(n=16)

人件費 原材料・部品など材料費 その他

20 40 60 80 1000
(%)

進出日系企業の現地での製造原価に占める人件費の比率は平均19.8％、それに対し材料費の比率は平均58.8％と、材料費がコストの大半を
占める構造となっている。16年調査比では、人件費比率が0.1ポイント、材料費比率0.4ポイント増加した。
国・地域別にみると、ラオス、ミャンマー、韓国、カンボジア、ニュージーランドでは人件費の比率が相対的に高い。他方、材料費の比率は、輸送
機械器具が業種の約半数を占めるパキスタン（74.4％）が高い。

(注) ここでの「製造原価」とは、製品製造のために使われた費用で、
生産現場での材料費、労務費、その他経費と定義した。

製造業のみ

19.8 

16.9 

23.2 

30.7 

24.0 

23.2 

21.3 

20.0 

19.5 

17.8 

17.6 

16.4 

16.2 

58.8 

62.6 

54.4 

49.8 

54.5 

50.2 

62.9 

56.6 

63.3 

57.0 

62.6 

63.9 

60.4 

21.4 

20.5 

22.4 

19.5 

21.5 

26.6 

15.8 

23.4 

17.2 

25.2 

19.8

19.7 

23.4 

総数(n=1,942)

大企業(n=1,057)

中小企業(n=885)

繊維(n=106)

一般機械器具(n=81)

ゴム・皮革(n=45)

精密機械器具(n=51)

食料品(n=132)

電気機械器具(n=286)

鉄・非鉄・金属(n=327)

化学・医薬(n=253)

木材・パルプ(n=32)

輸送機械器具(n=384)

人件費 原材料・部品などの材料費 その他

(注)n≧10の国・地域。



５．原材料・部品の調達(2)

43

日本での製造原価を100とした場合の現地での製造原価は、平均78.6となり、16年調査の78.9から0.3ポイント低下した。
業種別にみると、木材・パルプ、輸送機械器具、化学・医薬、鉄・非鉄・金属などでの製造原価が比較的高い。他方、繊維は63.4と低い。
企業規模別にみると、中小企業（75.9）は大企業（80.9）に比べ、5.0ポイント低かった。16年調査（6.3ポイント差）に比べ、その差は1.3ポイント
縮小した。
国・地域別では、全ての国で日本の製造原価を下回った。オーストラリア（99.4） 、韓国（89.2）で高く、ミャンマー（49.1）、バングラデシュ（51.5）
は低い。

(注) ここでの「製造原価」とは、製品製造のために使われた費用で、生産現場での材料費、労務費、その他経費と定義した。

99.4 

89.2 

88.1 

86.7 

83.8 

83.6 

80.5 

80.0 

79.6 

78.9 

78.6 

77.5 

72.6 

72.3 

63.3 

58.7 

51.5 

49.1 

0 20 40 60 80 100

オーストラリア(n=30)

韓国(n=34)

シンガポール(n=48)

ニュージーランド(n=18)

台湾(n=44)

インドネシア(n=210)

中国(n=428)

タイ(n=300)

パキスタン(n=14)

香港・マカオ(n=23)

マレーシア(n=103)

インド(n=122)

フィリピン(n=35)

ベトナム(n=336)

カンボジア(n=26)

ラオス(n=15)

バングラデシュ(n=23)

ミャンマー(n=15)

78.6 

87.4 

82.9 

81.1 

79.3 

79.1 

78.6 

77.9 

77.1 

73.0 

72.1 

63.4 

0 20 40 60 80 100

総数(n=1,833)

木材・パルプ(n=29)

輸送機械器具(n=361)

化学・医薬(n=231)

鉄・非鉄・金属(n=314)

一般機械器具(n=82)

食料品(n=121)

その他製造業(n=234)

電気機械器具(n=268)

ゴム・皮革(n=44)

精密機械器具(n=49)

繊維(n=100)

業種別

80.9 

75.9 

0 20 40 60 80 100

大企業(n=984)

中小企業(n=849)

企業規模別
(注)n≧10の国・地域。

製造業のみ

日本の製造原価を100とした場合の現地での製造原価
（企業規模別・業種別）

日本の製造原価を100とした場合の現地での製造原価
（国・地域別）
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48.6 

67.9 

67.3 

57.1 

56.8 

55.9 

55.4 

45.2 

44.6 

42.2 

38.2 

36.0 

34.3 

33.2 

31.5 

25.2 

16.9 

14.4 

8.0 

6.2 

29.1 

11.0 

26.3 

18.9 

27.7 

23.3 

32.3 

31.5 

37.8 

31.3 

29.1 

15.3 

20.9 

34.5 

21.9 

39.2 

35.4 

39.7 

29.1 

25.4 

7.7 

2.1 

3.6 

4.1 

9.2 

2.0 

10.2 

5.8 

10.7 

12.9 

7.3 

9.3 

11.7 

6.5 

16.2 

6.9 

15.3 

28.3 

26.2 

7.0 

2.7 

11.1 

5.2 

4.8 

6.5 

5.2 

4.3 

4.4 

8.2 

28.2 

12.9 

11.8 

33.6 

9.5 

24.0 

19.4 

26.7 

36.8 

7.6 

18.4 

4.3 

9.3 

6.2 

6.8 

3.8 

7.9 

7.5 

11.4 

11.6 

13.2 

22.6 

8.8 

6.5 

9.9 

16.8 

11.2 

7.9 

5.4 

総数(n=1,922)

ニュージーランド(n=17)

中国(n=449)

オーストラリア(n=33)

タイ(n=306)

インド(n=132)

台湾(n=44)

インドネシア(n=226)

韓国(n=34)

フィリピン(n=39)

マレーシア(n=113)

スリランカ(n=11)

パキスタン(n=15)

ベトナム(n=347)

バングラデシュ(n=24)

シンガポール(n=47)

香港・マカオ(n=25)

ミャンマー(n=16)

カンボジア(n=27)

ラオス(n=17)

現地 日本 ASEAN 中国 その他

５．原材料・部品の調達(3)

44

原材料・部品の調達先の内訳
(国・地域別、合計が100％になるよう回答)

進出日系企業の現地生産活動における原材料・部品の調達先の内訳は、「現地」（48.6％）が最も高く、「日本」（29.1％）、「ASEAN」（7.7％）が続
く。現地調達率は、16年調査（46.5％）から2.1ポイント増加。一方、日本は1.0ポイント、ASEAN、中国からの調達率はわずかに低下した。
国・地域別にみると、ニュージーランド、中国の現地調達率が高い。16年調査からそれぞれ、11.6ポイント上昇、0.5ポイント減少した。
日本からの調達率は、ミャンマー（39.7％）が最も高く、シンガポール（39.2%）、韓国（37.8％）、香港・マカオ（35.4％）が続く。

0 10020 40 60 80

(%)

(注)n≧10の国・地域。

製造業のみ
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49.7 
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(n=474)
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(n=449)
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(n=417)
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(n=306)
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(n=98)

2017
(n=132)

2012
(n=63)

2017
(n=34)

2012
(n=109)

2017
(n=226)

2012
(n=147)

2017
(n=113)

2012
(n=158)

2017
(n=347)

2012
(n=60)

2017
(n=39)

中国 タイ インド 韓国 インドネシア マレーシア ベトナム フィリピン

現地 日本 ASEAN 中国 その他

５．原材料・部品の調達(4)

45

主要8カ国の原材料・部品の調達先の内訳について、2012年調査と2017年調査を比較すると、中国、タイ、インド、インドネシア、ベトナム、フィリピ
ンでは、現地調達率が上昇した。5年間で、フィリピンは16.0ポイント、インドは10.7ポイント、中国は6.5ポイント、ベトナムは5.3ポイント上昇した。
日本からの調達率は、韓国、インドネシア、マレーシアを除いて減少している。
中国からの調達率は、インド、韓国、フィリピン以外の5カ国において上昇しており、特にベトナムが11.8％と高い。

製造業のみ

主要国の調達先の内訳の推移 （12年調査と17年調査の比較）
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71.3 

64.4 

63.1 

43.3 

22.1 

20.7 

27.9 

38.3 

2.5 

9.1 

3.4 

8.0 
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2.6 
3.7 

4.1 

2.6 

3.0 

6.7 

中国(n=96)

インド(n=56)

タイ(n=67)

インドネシア(n=66)

0 20 40 60 80 100 (%)輸送機械器具

67.3 

66.4 

56.5 

45.6 

20.6 

30.1 

30.9 

33.2 

6.7 

1.3 

3.6 

4.7 
2.4 

5.5 

5.4 

2.2 

6.6 

11.0 

インド(n=15)

中国(n=55)

タイ(n=62)

インドネシア(n=39)

0 20 40 60 80 100 (%)鉄・非鉄・金属

62.3 

50.1 

43.4 

39.4 

27.6 

30.7 

24.0 

25.6 

4.4 

6.7 

10.9 

20.7 

5.3 

6.9 

4.1 

5.7 

7.2 

14.8 

10.2 

中国(n=46)

タイ(n=42)

インド(n=16)

インドネシア(n=30)

0 20 40 60 80 100 (%)化学・医薬

60.1 

39.0 

37.5 

20.5 

31.7 

27.5 

34.9 

36.5 

2.7 

12.2 

7.4 

10.8 

15.0 

15.7 

24.4 

5.5 

6.3 

4.5 

7.8 

中国(n=76)

マレーシア(n=38)

タイ(n=37)

ベトナム(n=45)

0 20 40 60 80 100 (%)電気機械器具

48.6 

70.5 

59.7 

54.6 

54.4 

47.3 

43.4 

41.7 

38.5 

37.3 

35.0 

29.1 

11.7 

18.5 

30.8 

30.4 

31.9 

28.8 

35.1 

23.8 

33.5 

38.7 

7.7 

6.3 

8.3 

2.8 

7.7 

5.5 

12.1 

10.0 

7.5 

10.5 

9.8 

7.0 

2.1 

1.7 

8.3 

3.2 

5.7 

5.9 

4.5 

20.6 

12.9 

7.5 

7.6 

9.4 

11.8 

3.5 

4.3 

9.6 

9.8 

8.7 

9.6 

5.8 

9.0 

総数(n=1,922)

食料品(n=132)

木材・パルプ(n=33)

一般機械器具(n=82)

輸送機械器具(n=376)

鉄・非鉄・金属(n=324)

化学・医薬(n=250)

ゴム・皮革(n=45)

繊維(n=104)

電気機械器具(n=275)

精密機械器具(n=52)

現地 日本 ASEAN 中国 その他

５．原材料・部品の調達(5)

46

原材料・部品の調達先の内訳
(業種別、合計が100％になるよう回答)

0 10080604020

(%)

原材料・部品の調達先を業種別にみると食料品および木材・パルプの現地調達率が高く、それぞれ70.5％、59.7％となった。他方、精密機械
器具では、日本からの調達率が高く、4割近い水準となっている。また、繊維では中国からの調達率が2割を超えた。
電気機械器具は、現地調達率が37.3％と16年調査から2.9ポイント上昇、日本からの調達率は33.5%と2.4ポイント低下した。
有効回答数200社以上の4業種の中で、主要国・地域別の調達状況をみると、中国は4業種すべてで現地調達率が6割を超え、輸送機械器
具では16年調査より1.0ポイント減少したものの71.3％と高い水準となった。

製造業のみ

主要業種における現地調達率上位4カ国・地域 回答割合

（注）n≧15の国・地域。ここでのnは、各業種内における国・地域別の有効回答数。
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74.7 

74.5 
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59.5 

52.0 

49.3 

46.8 

44.8 

41.7 

39.6 

36.2 

34.4 

39.8 

14.7 

13.2 

13.6 

8.6 

9.3 

19.3 

21.8 

23.0 

34.2 

28.1 

44.7 

46.8 

50.8 

53.6 
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23.1 

58.5 

7.8 

1.8 

3.7 

5.2 

10.2 

12.8 

6.0 

3.7 

14.0 

6.3 

19.9 

6.0 

6.4 

4.4 

4.7 

13.5 

40.7 

7.1 

総数(n=1,665)

韓国(n=28)

パキスタン(n=11)

バングラデシュ(n=21)

オーストラリア(n=27)

ニュージーランド(n=14)

インド(n=114)

台湾(n=37)

ミャンマー(n=10)

中国(n=422)

シンガポール(n=35)

マレーシア(n=97)

香港・マカオ(n=11)

インドネシア(n=200)

タイ(n=283)

ベトナム(n=292)

カンボジア(n=18)

フィリピン(n=36)

地場企業 現地進出日系企業 その他外資企業

５．原材料・部品の調達(6)

47

原材料・部品の現地調達先の内訳
(国・地域別、合計が100％になるよう回答)

現地調達先の内訳は、「地場企業」の構成比が52.4％と最も高く、次
いで「現地進出日系企業」（39.8％）、「その他外資企業」 （7.8％）の
順となった。
フィリピン、タイ、インドネシアでは、調達先としての「現地進出日系企
業」の構成比が5割を超えた。
業種別では、食料品で「地場企業」の構成比が8割を超えた。

原材料・部品の現地調達先の内訳
(企業規模・業種別、合計が100％になるよう回答)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

製造業のみ

55.8 

48.5 

80.1 

62.6 

53.8 

52.9 

52.6 

52.6 

49.4 

45.5 

44.2 

41.0 

36.7 

43.5 

16.9 

21.1 

30.0 

35.7 

40.0 

39.9 

41.5 

47.6 

51.5 

54.6 

7.5 

8.0 

3.0 

16.3 

16.2 

11.4 

7.4 

7.5 

9.1 

6.9 

4.3 

4.4 

大企業(n=895)

中小企業(n=770)

食料品(n=122)

木材・パルプ(n=30)

繊維(n=82)

化学・医薬(n=219)

一般機械器具(n=74)

ゴム・皮革(n=39)

鉄・非鉄・金属(n=270)

電気機械器具(n=242)

輸送機械器具(n=326)

精密機械器具(n=42)

地場企業 現地進出日系企業 その他外資企業

（注）n≧10の国・地域。
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「進出先での
現地調達率を引き上げる」
と回答した企業の割合

「ASEANからの
現地調達率を引き上げる」
と回答した企業の割合

「中国からの
現地調達率を引き上げる」
と回答した企業の割合

「日本からの
現地調達率を引き上げる」
と回答した企業の割合

５．原材料・部品の調達(7)

48

今後の原材料・部品調達の方針
(国・地域別、複数回答)

72.8 

80.7 

79.9 

79.0 

76.5 

73.3 

71.8 

32.0 

0 25 50 75 100

総数(n=1,962)

中国(n=451)

インド(n=139)

ベトナム(n=357)

タイ(n=311)

インドネシア(n=228)

マレーシア(n=117)

シンガポール(n=50)

（注）n≧50の国・地域。

製造業のみ
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41.9 

30.0 

25.9 

18.0 

12.2 

8.9 
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総数(n=1,962)

ASEAN平均(n=1,161)

シンガポール(n=50)

マレーシア(n=117)

ベトナム(n=357)

インドネシア(n=228)

タイ(n=311)

インド(n=139)

中国(n=451)

(%)

11.4 

18.8 

18.0 

14.5 

11.6 

11.2 

7.2 

0 25

総数(n=1,962)

マレーシア(n=117)

シンガポール(n=50)

インドネシア(n=228)

タイ(n=311)

ベトナム(n=357)

インド(n=139)

(%)(%)

現地調達率を引き上げるにあたり、重要となる
現地調達先企業(国・地域別、複数回答) （注）n≧50の国・地域。

83.0 

91.7 

89.6 

82.5 

81.4 

76.8 

70.4 

0 25 50 75 100

総数(n=1,408)

インド(n=109)

中国(n=356)

タイ(n=234)

インドネシア(n=167)

ベトナム(n=280)

マレーシア(n=81)

「地場企業」が重要だと回答した企業の割合
(%)

「進出日系企業」が重要だと回答した企業の割合

59.6 

70.1 

69.5 

68.2 

54.3 

51.4 

51.4 

0 25 50 75 100

総数(n=1,408)

タイ(n=234)

インドネシア(n=167)

ベトナム(n=280)

マレーシア(n=81)

中国(n=356)

インド(n=109)

(%)

今後の原材料・部品調達の
方針については、「進出先
での現地調達率を引き上げ
る」と回答した企業の割合
が72.8％で最大。

現地調達率を引き上げるに
あたり、今後重要となる現
地調達先としては、「地場企
業」が83.0％、「進出日系企
業」が59.6％となった。
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５．原材料・部品の調達(8)

49

今後、原材料・部品の調達率を引き上げる理由
(複数回答)
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関税引き下げ
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進出先、ASEAN、中国からの調達率を引き上げる理由は、いずれも「低コスト化」が最大。
進出先での現地調達率を引き上げる理由は、「低コスト化」（84.8％）の他に、「納期の短縮」（63.1 ％）が大きい。
ASEANから調達率を引き上げる理由としては、「低コスト化」（80.7％）に加え、「納期の短縮」（28.5％）、 「リスク分散」（32.9％）、 「品質の向上」
（23.0％）などの回答も一定の割合を占めた。「リスク分散（前年比4.7ポイント増）」が「納期の短縮（3.3ポイント減）」の回答率を上回った。
日本からの調達率を引き上げる理由は、「品質の向上」が63.9％で最大となった。
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中国からの調達率を引き
上げると回答した理由

日本からの調達率を引き
上げると回答した理由
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６．輸出入の状況(1)
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売上高に占める輸出の比率(国・地域別、0～100％で回答)
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 進出日系企業の現地での売上高に占める平均輸出比率は35.0％（前年比1.1ポイント減）。
 国・地域別では、ラオス（64.8％）、バングラデシュ（58.4％）、フィリピン（57.4％）、ベトナム（52.3％）で5割を超える。一方、インド（15.8％）、パ
キスタン（17.0％）では国内販売の割合が高く、輸出比率は2割を下回った。

 全量輸出型企業（輸出比率が100％）の割合はラオス（56.0％）、バングラデシュ（42.5％）、カンボジア（34.4％）で高い。一方、全量内販型企
業（輸出比率が0％）の割合は、ミャンマー（66.7％）、パキスタン（56.0％）、カンボジア（50.8％）で5割以上となった。
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６．輸出入の状況(2)
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輸出先の内訳 (国・地域別、合計が100％となるよう回答)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(%)

進出日系企業の輸出先の内訳（全調査対象国・地域計）は日本の構成比が平均43.6％で最大となり、次いでASEANが24.1％となった。
16年調査から輸出先としての主要国・地域の構成比に大きな変化はないが、日本は1.2ポイント上昇、ASEANは0.5ポイント低下、中国は0.9ポ
イント低下となった。
「日本」の構成比はバングラデシュ、中国、ベトナム、ミャンマー、フィリピン、カンボジアで5割超。「日本」の構成比が高い業種（製造業）は、繊維

(66.5%)、一般機械器具(52.6%）、ゴム・皮革（51.6%)、精密機械器具（51.6%）となった。

（注）n≧10の国・地域。
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６．輸出入の状況(3)
今後1～3年の事業/ 製品の輸出市場として最も重要と考える国・地域(国・地域別)

（注）n≧10の国・地域。

全体 (2017年)

総数 (n=3,412)

順位 国名 比率

1 日 本 19.8 

2 ベトナム 10.0 

3 中 国 8.4

4 イ ン ド 7.1

4 タ イ 7.1

Copyright © 2017 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載

※CLM：カンボジア、ラオス、ミャンマー
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「日本」を最重要とした国・地域

「ベトナム」を最重要とした国・地域

「タイ」を最重要とした国・地域

1位 2位 3位

ベトナム(n=501) 日本 32.7 CLM 13.2 タイ 11.4

中国(n=605) 日本 28.6 ベトナム 9.8 タイ 8.4

インドネシア(n=304) 日本 23.4 ベトナム 10.2 タイ 9.9

フィリピン(n=53) 日本 34.0 中国（11.3）、米国（11.3）

ニュージーランド(n=48) 日本 20.8 オセアニア 18.8 中国 14.6

カンボジア(n=43) 日本 25.6 ベトナム（14.0）、CLM（14.0）

バングラデシュ(n=34) 日本 26.5 欧州 20.6 中国 11.8

スリランカ(n=19) 日本 21.1 インド 21.1 中国 15.8

「中国」を最重要とした国・地域

1位 2位 3位

香港・マカオ(n=204) 中国 34.8 ベトナム 15.7 日本 8.3

台湾(n=162) 中国 32.7 日本 15.4 ベトナム 13.0

韓国(n=90) 中国 26.7 ベトナム 23.3 日本 15.6

1位 2位 3位

ラオス(n=20) タイ 35.0 日本 25.0 中国 10.0

1位 2位 3位

タイ(n=499) ベトナム 20.2 日本 14.8 CLM 14.4

「中東」を最重要とした国・地域

1位 2位

パキスタン(n=18) 中東 22.2
インド（11.1）、米国（11.1）、

欧州（11.1）

1位 2位 3位

インド(n=222) アフリカ 17.1 日本 16.2 中東 10.4

「アフリカ」を最重要とした国・地域

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

今後1～3年の最も有望な輸出市場（全調査対象国・地域計）は、 日本、ベトナム、中国の順となり、続いてインド、タイは同率で4位となった。前年
3位のインドネシアは6.7％（前年比1.9ポイント下落）で7位となった。16年調査と比べて、日本、中国、インドは上昇し、ベトナム、タイは低下した。



６．輸出入の状況(4)
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６．輸出入の状況(5)

貿易を行っている企
業のうち、FTA・EPA

を活用している企業
の割合は49.0％で16

年調査比で1.5ポイン
ト上昇。
FTA・EPAの活用率
は中小企業(46.6％)

に比べ、大企業
(50.5％)が高い。
業種別ではゴム・皮
革、繊維、化学・医薬
の活用率が高い。
国・地域別では在イン
ドネシア日系企業の
活用率が67.5％で最
も高く、前年首位の韓
国を抜いた。その他、
在ニュージーランド、
インド、韓国、ラオス、
マレーシア、タイの日
系企業の活用率が5

割超と高い。
FTA・EPA活用率は、

16年調査から輸出、
輸入とも上昇。
在ASEAN日系企業
のFTA・EPA活用率
の推移をみると、16

年調査と比べて、輸
出、輸入とも3ポイント
強上昇した。

既存(発効済)のFTA・EPAの活用の有無 (輸出入をしている企業のみ)
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６．輸出入の状況(6)
FTA・EPAの主な利用状況

タイ、ベトナム、インドネシア、シンガポール、マレーシアではASEAN域
内（AFTA）、日本との輸出入でFTA、EPAを活用している企業が3割か
ら6割と多い。
インドでは、日本、ASEANからの輸入でFTAの活用率が高い水準にあ
る。
中国はASEANへの輸出でFTA活用率が16年調査と比べて9.3ポイント
上昇した。韓国はASEANとの輸出入、米国、EUへの輸出、中国からの
輸入でFTA活用率が50％を超えるなど、他国・地域と比べてFTA活用が
進んでいる。

（注）アーリー・ハーベスト(特定品目の早期関税引き下げ)の利用も含む。2国間FTA・EPAは
多国間FTA・EPAに含む。FTA・EPA活用率は、FTA・EPA活用企業数／輸出入企業数で算出。
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（注）企業数（n≧20）、または活用企業数（n≧10）の国・地域。
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輸出 輸入

相手国・地域 企業数
活用
企業数

活用率
(%)

相手国・地域 企業数
活用
企業数

活用率
(%)

タイ

ASEAN 176 81 46.0 ASEAN 93 48 51.6 

中国 79 36 45.6 中国 112 57 50.9 

日本 199 73 36.7 日本 279 128 45.9 

韓国 24 12 50.0 韓国 30 17 56.7 

インド 71 30 42.3 

ベトナム

ASEAN 166 74 44.6 ASEAN 187 82 43.9 

中国 81 25 30.9 中国 130 40 30.8 

日本 211 72 34.1 日本 247 90 36.4 

インド 25 15 60.0 韓国 39 14 35.9 

インドネシア

ASEAN 119 68 57.1 ASEAN 159 103 64.8 

中国 54 25 46.3 中国 108 57 52.8 

日本 138 67 48.6 日本 234 141 60.3 

米国（GSP） 23 10 43.5 韓国 44 21 47.7

インド 25 10 40.0 

シンガポール

ASEAN 160 70 43.8 ASEAN 84 40 47.6 

中国 46 15 32.6 中国 65 19 29.2 

日本 69 22 31.9 日本 132 38 28.8 

韓国 23 10 43.5 

インド 52 22 42.3 

オーストラリア 47 16 34.0 

マレーシア

ASEAN 69 35 50.7 ASEAN 63 24 38.1 

中国 36 20 55.6 中国 48 13 27.1 

日本 62 25 40.3 日本 101 30 29.7 

韓国 15 13 86.7 

インド 22 10 45.5 

フィリピン 日本 29 6 20.7 日本 25 9 36.0 

輸出 輸入

相手国・地域 企業数
活用
企業数

活用率
(%)

相手国・地域 企業数
活用
企業数

活用率
(%)

インド

ASEAN 49 21 42.9 ASEAN 92 65 70.7 

日本 49 21 42.9 日本 135 74 54.8 

SAARC 27 9 33.3 

米国（GSP） 20 11 55.0 

オースト
ラリア

ASEAN 36 11 30.6 ASEAN 37 21 56.8 

ニュージー
ランド

42 13 31.0 中国 35 14 40.0 

日本 70 33 47.1 

中国

ASEAN 111 31 27.9 ASEAN 70 36 51.4 

韓国 59 15 25.4 香港 79 14 17.7 

香港 128 18 14.1 台湾 40 10 25.0 

香港・
マカオ

中国 101 17 16.8 中国 86 12 14.0 

台湾 中国 67 21 31.3 中国 58 13 22.4 

韓国

ASEAN 24 12 50.0 ASEAN 20 15 75.0 

中国 25 11 44.0 中国 19 11 57.9 

米国 16 10 62.5 

EU 17 10 58.8 



６．輸出入の状況(7)

海上貨物の到着から輸入通関手続き完了までの所要日数は、各国・地域ともに航空貨物と比較して2－3倍前後の水準で長い。
国別では、台湾、シンガポール、香港、マカオでの所要日数が相対的に短く、バングラデシュ、パキスタン、ミャンマーが長い。

貨物到着から輸入通関手続き完了までにかかる平均日数（国・地域別）

8.7 

20.4 

15.4 

14.6 

13.7 

12.9 

12.3 

10.1 

9.9 

9.5 

9.5 

8.8 

7.8 

7.3 

6.8 

6.7 

6.2 

6.2 

5.8 

総数(n=2,289)

バングラデシュ(n=28)

パキスタン(n=22)

ミャンマー(n=34)

ニュージーランド(n=36)

オーストラリア(n=104)

インド(n=186)

フィリピン(n=42)

インドネシア(n=293)

韓国(n=67)

カンボジア(n=41)

スリランカ(n=17)

タイ(n=401)

ベトナム(n=412)

マレーシア(n=137)

ラオス(n=15)

香港・マカオ(n=135)

シンガポール(n=181)

台湾(n=138)

（注）n≧10の国・地域。
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(日)
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3.5 

8.7 

5.6 

5.3 

4.7 

4.7 

4.3 

4.1 

3.6 

3.3 

3.2 

3.1 

3.1 

2.9 

2.8 

2.6 

2.6 

2.3 

2.1 

総数(n=2,157)

バングラデシュ(n=27)

パキスタン(n=16)

ミャンマー(n=27)

インドネシア(n=251)

インド(n=186)

オーストラリア(n=97)

韓国(n=70)

フィリピン(n=40)

カンボジア(n=35)

マレーシア(n=131)

スリランカ(n=15)

ベトナム(n=389)

ニュージーランド(n=33)

タイ(n=383)

台湾(n=125)

シンガポール(n=175)

香港・マカオ(n=142)

ラオス(n=15)

(日)
海上貨物 航空貨物



8.9 

8.0 

7.4 

18.4 

4.9 

12.1 

12.9 

3.5 

3.2 

4.5 

6.8 

2.1 

6.1 

5.3 

0 5 10 15 20

非製造業
(n=976, 951)

卸売・小売業
(n=706, 685)

通信・ソフトウェア業
(n=12, 18)

建設業
(n=60, 50)

運輸業
(n=108, 109)

旅行・娯楽業
(n=12, 10)

その他非製造業
(n=61, 60)

海上貨物 航空貨物

６．輸出入の状況(8)

業種別では、製造業で、電気機械器具、繊維業で所要日数が短く、一般機械器具、食料品などで所要日数が長い。
非製造業では、運輸業が短く、建設業が長い。

貨物到着から輸入通関手続き完了までにかかる平均日数 （業種別） （注1）n≧10の国・地域、業種。
（注2）括弧内のnは(海上貨物, 航空貨物)の有効回答企業数

(%)
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(%)
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(%)

8.5 

9.9 

8.2 

8.8 

8.4 

9.3 

8.3 

13.1 

7.2 

8.8 

6.5 

8.8 

3.4 

4.5 

3.4 

3.7 

3.2 

2.7 

3.3 

4.1 

2.9 

3.4 

5.5 

3.4 

0 5 10 15

製造業
(n=1,313, 1,206)

食料品
(n=71, 58)

繊維
(n=79, 76)

木材・パルプ
(n=17, 10)

化学・医薬
(n=186, 160)

ゴム・皮革
(n=38, 34)

鉄・非鉄・金属
(n=237, 207)

一般機械器具
(n=52, 56)

電気機械器具
(n=195, 197)

輸送機械器具
(n=253, 229)

精密機械器具
(n=38, 42)

その他製造業
(n=147, 137)

製造業 非製造業



74.9 

60.2 

将来(n=1,779)

現在(n=1,811)

49.4 

73.4 

将来(n=1,779)

現在(n=1,811)

22.1 

41.6 

現在(n=580)

将来(n=570)

38.1 

51.1 

現在(n=1,231)

将来(n=1,209)

48.6 

67.4 

現在(n=580)

将来(n=570)

65.7 

78.5 

現在(n=1,231)

将来(n=1,209)

71.8 

47.5 

現在(n=1,231)

将来(n=1,209)

76.7 

53.5 

現在(n=580)

将来(n=570)

７．現地市場開拓への取り組み(1)
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＜企業向け販売＞ 現地市場開拓においてターゲットとする層 (複数回答、企業規模別)

地場企業

地場外資系企業 大企業

中小企業

中小企業

大企業

中小企業大企業

48.1 

33.0 

将来(n=1,779)

現在(n=1,811)

現地日系企業
0 20 40 60 80 100

(％)

＜企業向け販売＞ 現地市場開拓においてターゲットとする価格帯 (複数回答、企業規模別）

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)

56.3 

64.2 

39.9 

72.7 

70.8 

76.6 

15.9 

15.4 

16.9 

総数
(n=1,752)

大企業
(n=1,183)

中小企業
(n=569)

0 20 40 60 80 100

(%)現在のターゲット

66.3 

70.3 

57.9 

67.5 

68.0 

66.7 

15.1 

14.7 

16.0 

総数
(n=1,722)

大企業
(n=1,164)

中小企業
(n=558)

0 20 40 60 80 100

(%)

高価格帯 中価格帯 低価格帯

内
訳

内
訳

内
訳

将来のターゲット  現在、現地市場のターゲット層（企業向け販売）
は、「現地日系企業」が7割を超え最大。しかし将
来のターゲットは「地場企業」の割合が拡大し、
「現地日系企業」を逆転。

 現在、「地場企業」「地場外資系企業」をターゲッ
トとする割合は、中小企業よりも大企業で高い。
一方、将来に向けて、中小企業の両ターゲットへ
の販路開拓意欲は大きく増加。

 価格帯別では、現在、「中価格帯」をターゲットと
している割合が最も高かった。他方、将来に向け
て「高価格帯」をターゲットとする企業割合が増
え、大企業では「中価格帯」を上回った。

非製造業のみ



現地日系企業向け 地場外資系企業向け地場企業向け

73.4 
49.4 

95.0 
66.7 

93.3 
59.3 

88.7 
58.2 

88.5 
60.4 

85.4 
55.4 

77.4 
60.4 

77.1 
34.2 

74.1 
48.3 

74.1 
43.3 

70.7 
49.3 
50.0 

37.4 
47.5 
47.2 

37.3 
31.7 
31.8 

17.5 

現在(n=1,811)

将来(n=1,779)

現在(n=20)

将来(n=21)

現在(n=60)

将来(n=59)

現在(n=230)

将来(n=220)

現在(n=235)

将来(n=235)

現在(n=171)

将来(n=168)

現在(n=146)

将来(n=144)

現在(n=83)

将来(n=82)

現在(n=27)

将来(n=29)

現在(n=216)

将来(n=217)

現在(n=229)

将来(n=221)

現在(n=138)

将来(n=139)

現在(n=40)

将来(n=36)

現在(n=110)

将来(n=104)

現在(n=63)

将来(n=63)

７．現地市場開拓への取り組み(2)
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0 20 40 60 80 1000 20 40 60 80 100

(％)

0 20 40 60 80 100

＜企業向け販売＞現地市場開拓においてターゲットとする層 (複数回答、国・地域別)

総数

フィリピン

ミャンマー

タイ

ベトナム

インドネシア

インド

マレーシア

カンボジア

香港・マカオ

シンガポール

台湾

ニュージーランド

オーストラリア

韓国

 将来に向け、現地日系企業を販売ターゲットとする企業の割合が減少。特にミャンマー、タイ、インドネシア、マレーシア、香港・マカオで減少幅
が大きい（30ポイント以上の低下）。

 ミャンマー、タイ、ベトナム、カンボジアでは、地場企業をターゲットとする割合が、現在⇒将来で20ポイント以上増加。
 地場外資系企業向けをターゲットとする割合は、ミャンマー、ベトナムで、現在⇒将来で20ポイント以上増加。

20ポイント以上増加

30ポイント以上減少

(％)（注）n≧20の国・地域

非製造業のみ

60.2 
74.9 

50.0 
66.7 

38.3 
64.4 

38.3 
70.0 

46.8 
67.7 

56.1 
74.4 
73.3 
73.6 

68.7 
78.1 

51.9 
72.4 

58.3 
76.0 

62.9 
73.3 

81.2 
84.2 

77.5 
83.3 
83.6 

88.5 
90.5 
93.7 

現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来

33.0 
48.1 

45.0 
52.4 

31.7 
62.7 

16.5 
34.1 
34.0 

54.5 
25.2 

42.9 
47.3 

60.4 
38.6 

52.4 
44.4 

55.2 
33.8 

48.9 
46.7 

64.3 
21.7 

35.3 
20.0 

16.7 
40.9 

46.2 
23.8 
25.4 

現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来

(％)



７．現地市場開拓への取り組み(3)
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地場外資系企業向け
0 20 40 60 80 100

地場企業向け現地日本企業向け
0 20 40 60 80 100

(％)

0 20 40 60 80 100

73.4 

49.4 

92.9 

67.7 

88.8 

52.2 

80.4 

48.9 

77.6 

53.4 

77.0 

58.1 

70.4 

46.7 

65.9 

42.9 

40.0 

35.7 

現在(n=1,811)

将来(n=1,779)

現在(n=99)

将来(n=99)

現在(n=205)

将来(n=203)

現在(n=46)

将来(n=45)

現在(n=147)

将来(n=146)

現在(n=87)

将来(n=86)

現在(n=125)

将来(n=120)

現在(n=833)

将来(n=815)

現在(n=15)

将来(n=14)

60.2 

74.9 

26.3 

48.5 

43.9 

64.0 

54.4 

66.7 

43.5 

69.9 

46.0 

73.3 

72.0 

75.8 

73.2 

84.4 

80.0 

78.6 

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

＜企業向け販売＞現地市場開拓においてターゲットとする層(複数回答、業種別)

総数

事業関連サービス

運輸業

旅行・娯楽業

建設業

通信・ソフトウェア業

金融・保険業

卸売・小売業

飲食業

20ポイント以上増加

30ポイント以上減少

(％)(％)

非製造業のみ

33.0 

48.1 

30.3 

52.5 

34.6 

56.2 

23.9 

37.8 

28.6 

50.7 

36.8 

58.1 

44.0 

55.8 

32.7 

45.0 

0.0 

28.6 

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来

現在

将来



現地在住外国人

低価格帯中価格帯ターゲットとする価格帯 高価格帯

低所得層ニューリッチ・中間層消費者のターゲット 富裕層

７．現地市場開拓への取り組み(4)
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＜消費者向け販売＞現地市場開拓においてターゲットとする層と価格帯
(複数回答、企業規模別)

55.1 

67.3 

59.5 

67.4 

46.4 

67.2 

現在(n=713)

将来(n=716)

現在(n=474)

将来(n=475)

現在(n=239)

将来(n=241)

79.4 

77.0 

82.1 

79.6 

74.1 

71.8 

現在

将来

現在

将来

現在

将来

15.9 

20.1 

17.3 

22.3 

13.0 

15.8 

現在

将来

現在

将来

現在

将来

54.0 

68.2 

60.5 

70.4 

41.1 

64.0 

現在(n=697)

将来(n=705)

現在(n=461)

将来(n=469)

現在(n=236)

将来(n=236)

72.2 

66.1 

71.2 

67.2 

74.2 

64.0 

現在

将来

現在

将来

現在

将来

17.4 

17.6 

18.2 

19.2 

15.7 

14.4 

現在

将来

現在

将来

現在

将来

総数

大企業

中小企業

総数

大企業

中小企業

0 20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100

 消費者向け販売では、現在、将来ともに「ニューリッチ・中間層」をターゲットとする企業が7割を超える。将来に向けては「富裕層」の拡大幅が大き
い。特に中小企業では「富裕層」が、現在⇒将来で20.8ポイント増加した。また、大企業では、低所得層向けの販売も強化する傾向が見られる。

 ターゲットとする価格帯では「中価格帯」が最大。ただし、現在⇒将来の変化では、大企業、中小企業ともに「高価格帯」を強化する傾向が強い。

(％)(％)

(％)(％)(％)

非製造業のみ

0 20 40 60 80 100

(％)

0 20 40 60 80 100

(％)

23.3 

20.3 

21.5 

20.8 

26.8 

19.1 

現在

将来

現在

将来

現在

将来



現地在住外国人低所得層

23.3 
20.3 
17.7 
21.2 

27.4 
25.8 
23.1 
25.9 

16.9 
12.5 

27.9 
25.4 

20.3 
20.3 

42.9 
33.3 

14.3 
15.4 

47.8 
34.8 

22.6 
12.9 

23.2 
17.7 
15.0 

10.5 
23.3 

15.7 

現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来

15.9 
20.1 

15.7 
19.2 
19.1 
19.1 
19.2 

14.8 
18.5 
17.2 
16.2 

29.9 
18.6 
20.3 
19.1 
20.8 

7.9 
26.2 

13.0 
13.0 

22.6 
22.6 

7.3 
12.7 

30.0 
21.1 
18.6 
21.7 

現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来

７．現地市場開拓への取り組み(5)
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＜消費者向け販売＞ 現地市場開拓においてターゲットとする層(複数回答、国・地域別)

ニューリッチ・中間層富裕層

55.1 
67.3 
64.7 
69.2 

63.1 
73.0 

61.5 
59.3 
60.0 

67.2 
58.8 

65.7 
57.6 

78.0 
57.1 

75.0 
52.4 
55.4 

52.2 
60.9 

51.6 
77.4 

46.3 
65.8 

45.0 
73.7 

38.4 
60.2 

現在(n=713)
将来(n=716)
現在(n=51)
将来(n=52)
現在(n=84)
将来(n=89)
現在(n=26)
将来(n=27)
現在(n=65)
将来(n=64)
現在(n=68)
将来(n=67)
現在(n=59)
将来(n=59)
現在(n=21)
将来(n=24)
現在(n=63)
将来(n=65)
現在(n=23)
将来(n=23)
現在(n=31)
将来(n=31)
現在(n=82)
将来(n=79)
現在(n=20)
将来(n=19)
現在(n=86)
将来(n=83)

総数

インド

ベトナム

マレーシア

台湾

シンガポール

オーストラリア

ミャンマー

インドネシア

カンボジア

ニュージーランド

香港・マカオ

韓国

タイ

79.4 
77.0 

86.3 
78.9 

71.4 
74.2 

84.6 
96.3 

86.2 
85.9 

82.4 
70.2 

89.8 
78.0 

71.4 
70.8 
76.2 

72.3 
60.9 

73.9 
83.9 

80.7 
82.9 

73.4 
85.0 
84.2 

76.7 
75.9 

現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来
現在
将来

15ポイント以上増加

（注）n>10の国・地域

 消費者の所得水準が相対的に高いオーストラリア、ミャンマー、ニュージーランド、香港・マカオ、韓国、タイで、「富裕層」向けの販売をさらに強化し
ようとする傾向が見られる。

 マレーシア、カンボジアでは「ニューリッチ・中間層」、シンガポール、インドネシアでは「低所得層」の割合が、いずれも10ポイント以上増加。

非製造業のみ

0 20 40 60 80 1000 20 40 60 80 100
(％)

0 20 40 60 80 100
(％)(％)

0 20 40 60 80 100
(％)



66.6 

87.4 

83.2 

全体

運輸業(n=206)

事業関連サービス(n=101)

59.6 

76.9 

74.4 

72.7 

70.9 

69.6 

43.6 

全体
飲食業(n=26)
建設業(n=156)

旅行・娯楽業(n=55)
運輸業(n=206)

金融・保険業(n=135)
事業関連サービス(n=101)

25.4
39.1 

11.6 
11.5 
10.4 

4.0 

全体
卸売・小売業(n=901)

通信・ソフトウェア業(n=95)
飲食業(n=26)

金融・保険業(n=135)
事業関連サービス(n=101)

７．現地市場開拓への取り組み(6)
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回答項目
回答率

(％)

1位 進出日系企業 66.6 

2位 地場企業 59.6 

3位 中国企業 25.4 

4位 欧州企業 14.8 

5位 米国企業 14.3 

6位 韓国企業 11.6 

7位 台湾企業 5.3 

8位 競争相手はいない 3.6 

競争相手では、「進出日系企業」が66.6％で最大。とりわけ、運輸業、事業関連サービスで進出日系企業を競合とする企業割合が高い。
次いで「地場企業」が59.6％と高く、業種別では、飲食業（76.9%）、建設業（74.4%）、旅行・娯楽業（72.7%）、運輸業（70.9%）、金融・保険業
（69.6%）で平均値より10ポイント以上高かった。
3位の「中国企業」では、卸売・小売業（39.1％）で平均値よりも高い結果となった。
欧州企業、米国企業は相対的に回答率が低いが、企業規模別にみると大企業が競合している。
国・地域別（次頁）では、ほとんどで「進出日系企業」、「地場企業」が1位、2位となった。スリランカでは2位に「中国企業」が占めた。

平均と差がある回答率がみられた業種
0 20 40 60 80 100

(%)

全体（n＝1,992）
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現時点での競争相手（3つまで回答可）

企業規模別

大企業 中小企業

68.1 63.3 

59.7 59.5 

26.1 23.9 

17.6 9.0 

16.6 9.4 

11.7 11.3 

4.7 6.4 

3.3 4.2 

11.6

19.9

全体

建設業(n=156)

非製造業のみ



競争相手として「進出日系企業」の割合が第１位と
なった国・地域

７．現地市場開拓への取り組み(7)

Copyright © 2017 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 64

現時点での競争相手（複数回答・3つまで）、競争相手の強み（複数回答）、国・地域別

(%)

（注）n>10の国・地域

競争相手として「地場企業」の割合が第１位となっ
た国・地域

ベトナム(n=258)

1 進出日系企業 68.2 

2 地場企業 62.8 

3 韓国企業 21.7 

シンガポール(n=244)

1 進出日系企業 61.5 

2 地場企業 51.6 

3 中国企業 32.8 

タイ(n=243)

1 進出日系企業 81.9 

2 地場企業 58.4 

3 中国企業 18.9 

ミャンマー(n=62)

1 進出日系企業 87.1 

2 地場企業 58.1 

3 中国企業 22.6 

フィリピン(n=26)

1 進出日系企業 57.7 

2 地場企業 42.3 

3 米国企業 23.1 

オーストラリア(n=132)

1 進出日系企業 51.5 

2 地場企業 50.8 

3 中国企業 30.3 

香港・マカオ(n=232)

1 進出日系企業 69.4 

2 地場企業 46.1 

3 中国企業 43.5 

カンボジア(n=34)

1 地場企業 58.8 

2 進出日系企業 52.9 

3 中国企業 32.4 

マレーシア(n=88)

1 地場企業 65.9 

2 進出日系企業 63.6 

3 中国企業 29.6 

インド(n=161)

1 地場企業 64.6 

2 進出日系企業 60.3 

3 欧州企業 32.3 

スリランカ(n=17)

1 地場企業 64.7 

2 中国企業 47.1 

3 韓国企業 35.3 

バングラデシュ(n=16)

1 地場企業 68.8 

2 進出日系企業 50.0 

3 中国企業 18.8 

ニュージーランド(n=48)

1 地場企業 64.6 

2 進出日系企業 52.1 

3 中国企業 20.8 

台湾(n=154)

1 地場企業 70.8 

2 進出日系企業 66.9 

3 中国企業 25.3 

韓国(n=75)

1 地場企業 70.7 

2 進出日系企業 64.0 

3 米国企業 22.7 

非製造業のみ

インドネシア(n=185)

1 進出日系企業 75.7 

2 地場企業 69.2 

3 中国企業 22.2 



77.3 

88.0 

66.7 

47.3 

全 体

飲食業(n=25)

旅行・娯楽業(n=54)

金融・保険業(n=129)

44.5 

28.4 

全 体

通信・ソフトウェア業(n=27)

32.1 

53.7 

44.5 

16.2 

全 体

通信・ソフトウェア業(n=95)

建設業(n=155)

運輸業(n=204)

20.9 

49.5 

32.6 

31.5 

全 体

事業関連サービス(n=99)

通信・ソフトウェア業(n=95)

旅行・娯楽業(n=54)

20.5 

7.7 

全 体

建設業(n=155)

７．現地市場開拓への取り組み(8)
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回答項目
回答率

(％)

1位 品質 77.3 

2位 ブランド力／知名度 44.5 

3位
アフターサービス／
メンテナンス

32.1 

4位 価格／コスト競争力 25.4 

5位 人材 20.9 

6位
製品・サービスの
豊富なラインナップ

20.5 

7位
流通・販売ネットワーク
(代理店網など) 

12.2 

8位 製品開発力 11.4 

9位 購買／調達ルート 10.9 

10位 広告宣伝力 2.8 

自社の商品・サービスが優位性をもつと考えられる項目では、「品質」が77.3％と最大で、2位の「ブランド力／知名度」を30ポイント以上引き離し
た。特に「飲食業」では88.0％と高かった。
2位の「ブランド力／知名度」では、企業規模別で大企業が高かった。
3位の「アフターサービス／メンテナンス」では、「通信・ソフトウェア業」（53.7%)、「建築業」（44.5%）で高かった

平均に比べ差が大きい回答率がみられた業種
0 20 40 60 80 100

(%)

全体（n＝1,955）
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自社の商品・サービスが優位性をもつと考える項目（複数回答可）

企業規模別

大企業 中小企業

77.9 76.1 

50.4 32.1 

31.8 32.6 

23.3 29.8 

20.9 20.9 

21.9 17.6 

14.2 7.9 

12.7 8.5 

10.9 10.9 

2.7 3.0 

非製造業のみ



53.7 

49.2 

45.8 

45.5 

44.8 

40.9 

34.4 

31.8 

46.3 

50.8 

54.2 

54.6 

55.2 

59.1 

65.6 

68.2 

運輸業(n=67)

卸売・小売業(n=299)

飲食業(n=24)

事業関連サービス(n=22)

建設業(n=29)

旅行・娯楽業(n=44)

金融・保険業(n=64)

通信・ソフトウェア業(n=22)

日本でも販売している日本国内市場向けの製品・サービス
現地市場向けに機能やデザインなどをカスタマイズした製品・サービス

７．現地市場開拓への取り組み(9)
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進出先国・地域の消費者にはどちらがより好まれるか？

現地消費者から好まれる製品については、「現地市場向けに機能
やデザインなどをカスタマイズした製品・サービス（現地カスタマイ
ズ型）」が「日本でも販売している国内市場向けの製品・サービス
（日本市場型）」と比較して高い回答率となった。
国・地域別にみると、台湾、香港・マカオで「日本市場型」が、オー
ストラリア、インドでは「現地カスタマイズ型」がより好まれる結果と
なった。
業種別では、運輸業で「日本市場型」が、通信・ソフトウェア、金
融・保険業、旅行・娯楽業で「現地カスタマイズ型」がより好まれる
との回答率が高かった。

66.2 

62.8 

50.8 

45.0 

42.2 

41.6 

31.9 

27.3 

33.9 

37.2 

49.2 

55.0 

57.8 

58.4 

68.1 

72.7 

台湾(n=65)

香港・マカオ(n=78)

インドネシア(n=61)

タイ(n=80)

シンガポール(n=64)

ベトナム(n=89)

インド(n=47)

オーストラリア(n=55)

(%) 0 10 20 30 40 50

(%)国・地域別 業種別

45.6 
54.4 

日本でも販売して

いる日本国内市場

向けの製品・サー

ビス

現地市場向けに機

能やデザインなど

をカスタマイズし

た製品・サービス

n=689

（注）n≧30の国・地域。

非製造業のみ

(%)



19.3 

41.7 

24.6 

33.3 

21.7 

21.7 

17.9 

20.0 

16.4 

7.0 

30.0 

15.0 

18.2 

17.1 

10.6 

44.5 

50.0 

52.5 

41.7 

47.8 

47.8 

50.0 

47.5 

50.8 

57.9 

30.0 

45.0 

37.5 

38.2 

33.3 

28.8 

8.3 

16.4 

18.8 

21.7 

21.7 

25.0 

20.0 

29.9 

28.1 

20.0 

40.0 

38.6 

36.8 

47.0 

7.4 

6.5 

6.2 

8.8 

8.8 

7.1 

12.5 

2.9 

7.0 

20.0 

5.7 

7.9 

9.1 

総数(n=694)

マレーシア(n=24)

インドネシア(n=61)

インド(n=48)

カンボジア(n=23)

ミャンマー(n=23)

ニュージーランド(n=28)

タイ(n=80)

シンガポール(n=67)

オーストラリア(n=57)

スリランカ(n=10)

韓国(n=20)

ベトナム(n=88)

香港・マカオ(n=76)

台湾(n=66)

価格重視型 バランス型( やや価格重視) バランス型( やや品質重視) 品質重視型

７．現地市場開拓への取り組み(10)
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現地消費者は価格と品質のバランスをどうみるか (国・地域別、合計が100％)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(%)

現地消費者が「価格」と「品質」のバランスをどうみているかについての設問では、「価格重視型」「バランス型（やや価格重視型）」と回答した企業
の割合は合わせて63.8％だった。アジア・オセアニア地域全体では現地消費者は「品質」よりも「価格」を重視している。
国・地域別ではマレーシアが91.7％と最も高く、インドネシア（77.1%）、インド（75.0%）、カンボジア、ミャンマー（ともに69.5%）などが続く。
他方、台湾、香港・マカオ、ベトナム、韓国では、「品質重視型」「バランス型（やや品質重視）」が相対的に高い。

（注）n≧10の国・地域。

非製造業のみ
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非製造業のみ

効果が高いと思う広告宣伝方法(媒体別)はどれか（複数回答可）

回答項目 回答率(％)

1位 SNS 55.8 

2位 自社ウェブサイト 37.6 

3位 新聞・雑誌 29.2 

4位 テレビ 25.8 

5位 店頭デモンストレーション 21.1 

6位 ダイレクトメール 13.6 

7位 ラジオ 4.1 

「SNS」の内訳

① Facebook 94.3%

② Instagram 37.3%

③ Twitter 17.9%

④ Linked In 6.6%

「SNS」の回答率が高い国・地域

1 カンボジア(n=23) 78.3 

2 ミャンマー(n=23) 69.6 

3 ベトナム(n=87) 69.0 

4 ニュージーランド(n=28) 64.3 

5 台湾(n=64) 57.8 

「テレビ」の回答率が高い国・地域

1 ニュージーランド(n=28) 46.4 

2 スリランカ(n=10) 40.0 

3 オーストラリア(n=57) 38.6 

4 韓国(n=20) 35.0 

5 台湾(n=64) 32.8 

「ラジオ」の回答率が高い国・地域

1 オーストラリア(n=57) 17.5 

2 カンボジア(n=23) 8.7 

3 韓国(n=20) 5.0 

4 台湾(n=64) 4.7 

5 インド(n=45) 4.4 

「新聞・雑誌」の回答率が高い国・地域

1 スリランカ(n=10) 50.0 

2 ミャンマー(n=23) 43.5 

3 ニュージーランド(n=28) 42.9 

4 香港・マカオ(n=77) 36.4 

5 インドネシア(n=62) 35.5 

「ダイレクトメール」の回答率が高い国・地域

1 スリランカ(n=10) 30.0 

2 ニュージーランド(n=28) 21.4 

3 オーストラリア(n=57) 19.3 

4 シンガポール(n=65) 18.5 

5 香港・マカオ(n=77) 18.2 

「店頭デモンストレーション」の回答率が高い国・地域

1 インド(n=45) 40.0 

2 マレーシア(n=25) 40.0 

3 香港・マカオ(n=77) 28.6 

4 オーストラリア(n=57) 28.1 

5 インドネシア(n=62) 25.8 

「自社ウェブサイト」の回答率が高い国・地域

1 スリランカ(n=10) 70.0 

2 オーストラリア(n=57) 59.7 

3 ニュージーランド(n=28) 50.0 

4 シンガポール(n=65) 43.1 

5 台湾(n=64) 40.6 

(注1)赤色のハイライトは40ポイント以上の項目。媒体別

効果の高い広告宣伝方法として、「SNS」との回答率が55.8%と最も高かった。とりわけ飲食
業(83.3%)、通信・ソフトウェア業(81.0%）が高い。「SNS」の内訳として、Facebook(94.3%)

が最も高く、それ以外の「Instagram」「Twitter」「Linked In」を大きく引き離した。
2位の「自社ウェブサイト」では通信・ソフトウェア業(52.4%)旅行・娯楽業(51.1%)が5割を超
えた。

(注2)n≧10の国・地域。
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回答項目
（上位10項目）

総数
（n＝1,879）

1位
人材の確保・育成※ 57.1 

2位 製品・サービスの多角化 42.6 

3位 新製品・サービスの投入 36.6 

4位 現地パートナーの発掘 33.1 

5位 価格の再設定 30.0 

6位 販路(代理店など実店舗) の拡大 27.6 

7位 ターゲット層の調査 23.7 

8位 購買／調達先の見直し 16.7 

9位 販路(EC)の拡大 16.6 

10位 広告宣伝方法の変更・見直し 15.3 

現地市場での販路開拓にあたっての課題として、「人材の確保・育成」が57.1％と最も高かった。その内訳は、「営業・マーケティング」が89.3％と
2位以下を大きく引き離した。
韓国、ニュージーランドを除く全ての国・地域で「人材の確保・育成」が筆頭課題としており、回答率は多くの国で過半数を超えた（次頁）。韓国、
ニュージーランドでは「新製品・サービスの投入」が最も高かった。マレーシア、ミャンマー、インドでは「現地パートナーの発掘」が4割を超えた。

企業規模別

大企業
(n=1,274)

中小企業
(n=605)

57.5 56.4

41.6 44.8 

37.6 34.6 

34.5 29.9 

28.5 33.1 

28.3 26.3 

23.5 24.1 

16.1 17.9 

16.3 17.2 

13.3 19.3 

(%)

現地市場での販路開拓にあたり、直ちに取り組むべき課題(複数回答、国・地域別)

非製造業のみ

内訳：営業・マーケティング(89.3%)、購買／調達(10.7%)、広告宣伝(9.7%)、研究開発(8.6%)

平均と比較し10ポイント以上高い
回答率がみられた業種

36.6 

56.0 

全体

飲食業(n=25)

33.1 

46.9 

45.1 

全体

建設業(n=147)

通信・ソフトウェア業(n=91)

30.0 

68.0 

全体

飲食業(n=25)

57.1 

68.1 

全体

通信・ソフトウェア業(n=91)
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国・地域別の問題点（上位5項目、複数回答）

人材の確保・育成
製品・サービスの多角
化

現地パートナーの発掘
新製品・サービスの投
入

価格の再設定

57.1 

81.3 

71.6 

69.0 

65.4 

64.7 

62.1 

60.9 

56.2 

54.4 

52.7 

52.6 

52.0 

50.0 

50.0 

45.7 

44.0

32.5

0 25 50 75 100

総数(n=1,879)

バングラデシュ
(n=16)

台湾(n=148)

ミャンマー(n=58)

ベトナム(n=243)

スリランカ(n=17)

マレーシア(n=87)

インドネシア
(n=174)

韓国(n=73)

タイ(n=230)

シンガポール
(n=224)

香港・マカオ
(n=228)

インド(n=152)

カンボジア(n=34)

ラオス(n=10)

オーストラリア
(n=116)

フィリピン(n=25)

ニュージーランド
(n=40)

(%)

42.6 

48.2 

47.8 

46.0 

45.3 

44.1 

43.7 

42.9 

41.2 

40.5 

40.0 

39.5 

38.6 

37.5 

36.2 

35.0 

32.9

20.0

0 25 50 75 100

総数(n=1,879)

ベトナム(n=243)

タイ(n=230)

マレーシア(n=87)

台湾(n=148)

カンボジア(n=34)

インドネシア
(n=174)

シンガポール
(n=224)

スリランカ(n=17)

オーストラリア
(n=116)

フィリピン(n=25)

インド(n=152)

香港・マカオ
(n=228)

バングラデシュ
(n=16)

ミャンマー(n=58)

ニュージーランド
(n=40)

韓国(n=73)

ラオス(n=10)

36.6 

57.5 

52.9 

50.0 

50.0 

42.5 

40.2 

37.9 

37.5 

36.5 

34.7 

32.4 

30.9 

29.9 

29.3 

28.0 

25.0

22.4

0 25 50 75 100

総数(n=1,879)

韓国(n=73)

スリランカ(n=17)

台湾(n=148)

ラオス(n=10)

ニュージーランド
(n=40)

シンガポール
(n=224)

マレーシア(n=87)

インド(n=152)

タイ(n=230)

香港・マカオ
(n=228)

カンボジア(n=34)

ベトナム(n=243)

インドネシア
(n=174)

オーストラリア
(n=116)

フィリピン(n=25)

バングラデシュ
(n=16)

ミャンマー(n=58)

33.1 

44.8 

41.4 

40.1 

38.2 

38.0 

35.3 

34.5 

33.3 

31.3 

30.2 

30.0 

29.4 

26.0 

24.0 

18.8 

17.5

10.0

0 25 50 75 100

総数(n=1,879)

マレーシア(n=87)

ミャンマー(n=58)

インド(n=152)

カンボジア(n=34)

シンガポール
(n=224)

スリランカ(n=17)

台湾(n=148)

インドネシア
(n=174)

ベトナム(n=243)

オーストラリア
(n=116)

タイ(n=230)

香港・マカオ
(n=228)

韓国(n=73)

フィリピン(n=25)

バングラデシュ
(n=16)

ニュージーランド
(n=40)

ラオス(n=10)

30.0 

50.0 

41.2 

37.5 

37.5 

36.2 

33.0 

32.4 

31.6 

30.5 

29.8 

28.0 

26.7 

26.5 

25.3 

25.0 

24.7

23.0

0 25 50 75 100

総数(n=1,879)

ラオス(n=10)

スリランカ(n=17)

バングラデシュ
(n=16)

インド(n=152)

ミャンマー(n=58)

シンガポール
(n=224)

カンボジア(n=34)

インドネシア
(n=174)

ベトナム(n=243)

香港・マカオ
(n=228)

フィリピン(n=25)

オーストラリア
(n=116)

タイ(n=230)

マレーシア(n=87)

ニュージーランド
(n=40)

韓国(n=73)

台湾(n=148)

(注)n≧10の国・地域。



2.1
2.2
2.7

3.3
3.3
3.5
4.0

4.6
5.3
5.3

6.2
8.3
8.6
9.1
9.2
9.3
9.3
9.6
10.2

オーストラリア(31)
ニュージーランド(14)

台湾(43)
韓国(32)

シンガポール(54)
香港(23)
タイ(280)

マレーシア(105)
フィリピン(35)

ラオス(13)
中国(413)

ベトナム(307)
インドネシア(201)

カンボジア(24)
バングラデシュ(20)

ミャンマー(17)
スリランカ(8)
パキスタン(17)

インド(119)

2.3 
2.5 
2.7 
2.9 
3.1 
3.1 

4.1 
4.4 
5.0 
5.5 
5.8 
5.8 

7.1 
7.6 
7.9 
8.5 
8.6 

9.4 
11.1 

オーストラリア(111)
ニュージーランド(38)

シンガポール(212)
ラオス(6)
台湾(122)
香港(191)
韓国(59)
タイ(217)

マレーシア(72)
スリランカ(12)
フィリピン(21)

中国(267)
カンボジア(32)

インドネシア(152)
バングラデシュ(13)

ベトナム(202)
ミャンマー(45)

インド(146)
パキスタン(9)

８.賃金(1) 前年比昇給率
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総 数 非 製 造 業製 造 業

2.2 
2.4 
2.8 
3.0 
3.2 
3.8 
4.2 
4.6 
4.8 
5.5 
6.0 
7.0 
8.0 
8.2 
8.4 
8.7 
8.8 
9.8 
10.1 

オーストラリア(142)
ニュージーランド(52)

シンガポール(266)
台湾(165)
香港(214)
韓国(91)
タイ(497)
ラオス(19)

マレーシア(177)
フィリピン(56)

中国(680)
スリランカ(20)
カンボジア(56)

インドネシア(353)
ベトナム(509)

バングラデシュ(33)
ミャンマー(62)

インド(265)
パキスタン(26)

2.3
2.6
2.8
2.9
3.3
3.6
4.1
4.4
4.6
5.2
5.9
6.4

7.9
8.0
8.6
8.6
9.1
9.5
9.9

オーストラリア(137)
ニュージーランド(53)

シンガポール(255)
台湾(163)
香港(209)
韓国(90)
タイ(493)
ラオス(20)

マレーシア(174)
フィリピン(55)

中国(665)
スリランカ(19)
ベトナム(503)

インドネシア(346)
カンボジア(55)
ミャンマー(63)

バングラデシュ(34)
インド(264)

パキスタン(25)

2.0
2.2
2.7
3.2
3.2
3.3
3.9
4.5
4.8
5.0

6.0
7.8
8.5
8.6
9.1
9.7
9.9
10.3

11.9

オーストラリア(29)

ニュージーランド(14)

台湾(42)

シンガポール(52)

韓国(32)

香港(22)

タイ(278)

マレーシア(104)

ラオス(13)

フィリピン(34)

中国(406)

ベトナム(307)

インドネシア(199)

スリランカ(8)

バングラデシュ(21)

パキスタン(17)

インド(120)

カンボジア(24)

ミャンマー(16)

2.4 
2.7 
2.7 
3.0 
3.3 
3.6 
3.8 
4.3 
4.7 
4.8 
5.4 
5.7 

7.2 
7.3 
7.4 
8.1 

9.1 
9.1 

10.5 

オーストラリア(108)
ニュージーランド(39)

シンガポール(203)
台湾(121)
香港(187)
ラオス(7)
韓国(58)
タイ(215)

マレーシア(70)
スリランカ(11)
フィリピン(21)

中国(259)
カンボジア(31)

インドネシア(147)
ミャンマー(47)
ベトナム(196)

バングラデシュ(13)
インド(144)

パキスタン(8)

2
0
1
7
年
度

←
2
0
1
6
年
度

2
0
1
8
年
度

←
2
0
1
7
年
度

(%)

(%)(%)

(%)

( )内は回答企業数

(%)

(%)



6.0 

9.9 

3.9 

8.5 

7.8 

0

10

20

30

20112012201320142015201620172018

中国 インド タイ インドネシア ベトナム

5.7 

9.1 

4.3 

7.3 

8.1 

0

10

20

30

20112012201320142015201620172018

5.9 

9.5 

4.1 

8.0 

7.9 

0

10

20

30

20112012201320142015201620172018

８.賃金(2) 前年比昇給率(中国および主要国推移)

72

業種別にみると、製造業は変動幅が比較的小さい。
2017年の中国、タイ、インド、インドネシア、ベトナムの昇給率(総数、以下同じ)は僅かながら低下傾向を示している。
中国の昇給率は、2011年の12.9%をピークに年々低下し、2017年は6.0%、2018年(見込み)は5.9%と鈍化傾向が続く。
インドネシアの昇給率は2013年の24.7%をピークに年々低下し、2017年は8.2％、2018年(見込み)は8.0％と鈍化傾向が続く。
2018年(見込み)の昇給率は、どの国においてもおおむね緩やかな低下を見込む。

(％) (％)(％)

(注)2018年は見込み。

総 数 製 造 業 非 製 造 業
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101 
121 
135 
148 
170 
216 
234 
248 
257 
314 
356 
378 
470 

1,112 
1,630 

1,879 
1,992 

2,875 
3,912 

バングラデシュ(21)
ラオス(12)

ミャンマー(15)
スリランカ(8)
カンボジア(23)
ベトナム(298)
フィリピン(33)
パキスタン(17)

インド(102)
インドネシア(196)
マレーシア(109)

タイ(269)
中国(400)
台湾(38)

シンガポール(41)
韓国(27)
香港(19)

ニュージーランド(10)
オーストラリア(26)

８.賃金(3) 基本給・月額
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単位： 米ドル 単位： 米ドル単位： 米ドル

単位： 米ドル 単位： 米ドル

241 
279 
331 
351 
362 
374 
424 
476 
550 
615 
699 
738 
784 

1,409 
2,294 

2,633 
2,971 

4,430 
5,440 

バングラデシュ(14)
ミャンマー(13)
スリランカ(8)
カンボジア(15)
フィリピン(30)

ラオス(10)
ベトナム(258)

インドネシア(176)
インド(98)

パキスタン(14)
タイ(248)
中国(342)

マレーシア(96)
台湾(30)
韓国(27)
香港(8)

シンガポール(38)
ニュージーランド(8)
オーストラリア(22)

562 
609 
772 
825 
829 
928 
982 
1,007 
1,225 
1,371 
1,422 
1,538 
1,540 

2,322 
3,453 

3,878 
4,454 

5,952 

7,048 

バングラデシュ(20)
スリランカ(8)
ミャンマー(14)

ラオス(10)
カンボジア(22)
ベトナム(269)
フィリピン(29)

インドネシア(186)
パキスタン(17)

中国(388)
インド(105)
タイ(253)

マレーシア(107)
台湾(36)
韓国(30)
香港(20)

シンガポール(48)
ニュージーランド(12)
オーストラリア(29)

331 
354 
365 
387 
392 
398 
457 
464 
528 
623 
737 
888 
931 

1,405 
2,274 
2,422 
2,426 

3,130 
4,023 

バングラデシュ(16)
スリランカ(12)

ラオス(8)
カンボジア(33)
ミャンマー(47)
パキスタン(10)
フィリピン(19)

インドネシア(151)
ベトナム(209)
インド(138)
タイ(219)

マレーシア(77)
中国(271)
台湾(123)
香港(186)

シンガポール(201)
韓国(57)

ニュージーランド(34)
オーストラリア(99)

792 
847 
906 
1,005 
1,027 
1,169 
1,213 
1,261 
1,314 
1,674 
1,674 
1,917 
1,948 

2,444 
3,959 
4,090 

4,269 
5,461 

7,280 

バングラデシュ(14)
スリランカ(10)

ラオス(6)
カンボジア(26)
ミャンマー(39)

インドネシア(130)
フィリピン(18)
ベトナム(173)
パキスタン(8)

タイ(187)
インド(132)
中国(249)

マレーシア(73)
台湾(113)
韓国(58)
香港(164)

シンガポール(171)
ニュージーランド(35)
オーストラリア(95)

基本給：諸手当を除いた給与、2017年10月時点。
作業員：正規雇用の一般工職で実務経験3年程度の場合。
請負労働者および試用期間中の作業員を除く。

エンジニア：正規雇用の中堅技術者で専門学校もしくは大卒
以上、かつ実務経験5年程度の場合。

マネージャー(製造業)：正規雇用の営業担当課長クラスで大
卒以上、かつ実務経験10年程度の場合。

スタッフ：正規雇用の一般職で実務経験3年程度の場合。た
だし派遣社員および試用期間中の社員は除く。

マネージャー(非製造業)：正規雇用の営業担当課長クラスで
大卒以上、かつ実務経験10年程度の場合。

注：カンボジア以外の国・地域については、回答は自国・地
域通貨建て(ただし、ミャンマーは自国通貨建て、米ドル建
ての選択式)。各職種の自国・地域通貨建て賃金の平均値
を、2017年10月の平均為替レート(各国・地域中央銀行発
表、中国は外貨管理局発表)で米ドルに換算。ミャンマー
は、回答企業によって通貨が異なる(自国通貨建てまたは
米ドル建て)ため、自国通貨建ての企業の回答を米ドルに
換算した上で平均をとった。

製造業・作業員

非製造業・マネージャー非製造業・スタッフ

製造業・エンジニア 製造業・マネージャー （ ）内は回答企業数



８.賃金(4) 年間実負担額
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製造業・作業員

非製造業・マネージャー非製造業・スタッフ

製造業・エンジニア 製造業・マネージャー
単位： 米ドル 単位： 米ドル単位： 米ドル

単位： 米ドル 単位： 米ドル

( )内は回答企業数

4,232 

4,994 

5,140 

5,352 

5,556 

5,912 

7,315 

8,066 

8,453 

11,119 

12,179 

12,599 

14,903 

25,278 

40,245 

41,332 

46,373 
56,064 

75,432 

ミャンマー(10)

バングラデシュ(13)

カンボジア(13)

ラオス(10)

スリランカ(7)

フィリピン(28)

ベトナム(232)

インドネシア(163)

インド(94)

パキスタン(14)

マレーシア(65)

タイ(216)

中国(314)

台湾(26)

香港(6)

韓国(27)

シンガポール(35)

ニュージーランド(8)

オーストラリア(22)

1,885 

1,889 

2,059 

2,631 

2,856 

3,673 

3,982 

4,102 

4,379 

5,421 

5,900 

6,997 

10,131 
19,071 

26,516 

29,595 

32,712 
35,625 

54,697 

バングラデシュ(19)

ミャンマー(11)

ラオス(12)

カンボジア(21)

スリランカ(7)

ベトナム(260)

インド(97)

フィリピン(31)

パキスタン(17)

インドネシア(179)

マレーシア(75)

タイ(232)

中国(357)

台湾(35)

シンガポール(34)

香港(16)

韓国(27)

ニュージーランド(10)

オーストラリア(26)

9,441 

9,794 

10,449 

11,035 

11,890 

14,148 

15,418 

16,899 

21,743 

21,806 

24,174 

25,093 

26,304 

41,155 

58,199 

58,396 

70,387 
80,111 

100,262 

スリランカ(7)

バングラデシュ(19)

ミャンマー(9)

ラオス(10)

カンボジア(20)

フィリピン(27)

ベトナム(239)

インドネシア(172)

パキスタン(17)

インド(98)

マレーシア(75)

中国(352)

タイ(220)

台湾(33)

韓国(31)

香港(16)

シンガポール(42)

ニュージーランド(12)

オーストラリア(29)

11,801 

13,106 

14,444 

14,721 

16,177 

19,020 

20,072 

20,267 

20,489 

26,972 

27,351 

28,280 

35,339 

41,711 

59,593 

60,762 

68,989 
75,171 

102,544 

ラオス(6)

バングラデシュ(9)

カンボジア(25)

ミャンマー(34)

スリランカ(10)

フィリピン(18)

インドネシア(115)

ベトナム(152)

パキスタン(8)

タイ(163)

インド(126)

マレーシア(54)

中国(227)

台湾(100)

香港(146)

韓国(54)

シンガポール(153)

ニュージーランド(34)

オーストラリア(98)

4,353 

5,276 

5,512 

5,607 

5,752 

6,230 

7,390 

7,952 

8,487 

9,918 

11,880 

13,709 

17,674 

24,360 

33,252 

38,165 

38,234 

42,274 

55,784 

ラオス(7)

カンボジア(29)

スリランカ(11)

パキスタン(10)

バングラデシュ(12)

ミャンマー(41)

フィリピン(19)

インドネシア(132)

ベトナム(186)

インド(130)

タイ(186)

マレーシア(58)

中国(243)

台湾(105)

香港(161)

韓国(53)

シンガポール(175)

ニュージーランド(32)

オーストラリア(100) 年間実負担額：一人あたり社員に対する負担総額(基
本給、諸手当、社会保障、残業、賞与などの年間合
計。退職金は除く。2017年(度)時点)。

作業員、エンジニア、マネージャー(製造業)、スタッフ、
マネージャー(非製造業)：前頁を参照。

注：カンボジア以外の国・地域については、回答は自
国・地域通貨建て(ただし、ミャンマーは自国通貨建
て、米ドル建ての選択式)。各職種の自国・地域通貨
建て年間実負担額の平均値を、2017年10月の平均
為替レート(各国・地域中央銀行発表、中国は外貨管
理局発表)で米ドルに換算。ミャンマーは、回答企業
によって通貨が異なる(自国通貨建てまたは米ドル
建て)ため、自国通貨建ての企業の回答を米ドルに
換算した上で平均をとった。



８.賃金(5) 賞与
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製造業・作業員

非製造業・マネージャー非製造業・スタッフ

製造業・エンジニア 製造業・マネージャー
単位： ヵ月 単位： ヵ月単位： ヵ月

単位： ヵ月 単位： ヵ月

( )内は回答企業数

0.4 
0.4 

0.6 
1.1 
1.1 
1.2 

1.5 
1.5 
1.6 
1.7 
1.8 
1.9 
2.0 
2.0 

2.2 
3.1 

3.7 
4.1 

4.5 

オーストラリア(15)

ニュージーランド(8)

カンボジア(14)

インド(86)

ラオス(10)

ミャンマー(13)

香港(8)

ベトナム(266)

スリランカ(8)

フィリピン(29)

インドネシア(175)

中国(350)

マレーシア(96)

バングラデシュ(13)

シンガポール(38)

タイ(248)

台湾(30)

パキスタン(12)

韓国(25)

0.2 
0.3 
0.5 

1.0 
1.1 
1.1 

1.4 
1.5 
1.5 
1.7 
1.7 
1.8 
1.8 
1.9 

2.3 
3.0 

3.4 
3.4 

4.5 

ニュージーランド(9)

オーストラリア(19)

カンボジア(20)

インド(91)

ラオス(14)

ミャンマー(14)

ベトナム(311)

スリランカ(8)

香港(19)

フィリピン(32)

インドネシア(193)

中国(407)

バングラデシュ(20)

マレーシア(109)

シンガポール(39)

タイ(271)

台湾(40)

パキスタン(15)

韓国(25)

0.6
0.8

1.1
1.2
1.3
1.3

1.6
1.6

1.8
1.8
1.8
1.9
2.0
2.1

2.3
3.1

3.6
3.7

3.9

オーストラリア(22)

カンボジア(19)

インド(95)

ラオス(10)

ミャンマー(13)

ニュージーランド(11)

ベトナム(274)

スリランカ(8)

香港(21)

フィリピン(28)

バングラデシュ(19)

インドネシア(182)

中国(388)

マレーシア(103)
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